
2013/14 シーズン （2013 年第 36 週/ 9 月～2014 年第 35

週/ 8 月） のインフルエンザは, 国内では 3 シーズンぶ
りにインフルエンザウイルス A（H1N1）pdm09 （以下
AH1pdm09） が流行の主体で, 次いで B 型, AH3 亜型
であった。患者発生のピークは例年通り 1 月であった。
患者発生状況 :感染症発生動向調査では, 全国約

5,000 のインフルエンザ定点医療機関 （小児科約 3,000, 

内科約 2,000） から, インフルエンザと診断された患者
数が週単位で報告されている。定点当たり週別患者数
（http://www.nih.go.jp/niid/ja/10/weeklygraph.html） 
は, 2013 年第 51 週以降, 全国レベルで流行開始の指標
である1.0 人を超え, その後 2014 年第 19 週までの 21 週
間, 全国レベルで 1.0 人を下回ることはなかった。報告
のピークは 2014 年第 5 週 （34.4 人） で （図 1 ）, AH3 亜
型が流行の主体であった前シーズン （2013 年第 4 週, 

36.4 人） と同時期・同レベルであった。シーズン全体
の定点当たり患者報告数の累積は 301.0 人であった （前
シーズン 239.0 人）。都道府県別にみると, 定点当たり
患者報告数は 2014 年第 1 週に沖縄県で初めて 10.0 人
を超えた。その後 10.0 人を超えたのは, 2014 年第 3 週
に 30 都府県, 第 5 週に 47 都道府県に及び, 全国的な流
行となった （https://nesid3g.mhlw.go.jp/Hasseidoko/ 

Levelmap/f lu/index.html）。沖縄県では, 2005 年以降
毎年のように夏季のインフルエンザ流行が観察されて
いたが, 2013/14 シーズンにはそれが観察されなかっ
た （本号 12 ページ）。
インフルエンザ定点医療機関からの報告数をもとに

推計すると, 2013 年第 36 週～2014 年第 21

週 （2013 年 9 月 2 日～2014 年 5 月25日） に
全国の医療機関を受診した患者数累計は
約 1,572 万人であった。重症例把握を目的
に 2011 年 9 月に開始された入院サーベイ
ランスでは, 2013/14 シーズンの基幹定
点医療機関 （全国約 500 カ所の 300 床以上
の病院） 入院患者数は 9,905 人で, 前シー
ズンの総数 10,373 人と比較して約 5 ％の
減少であった （本号 11 ページ）。

ウイルス分離・検出状況 :全国の地方衛生研究所 

（地衛研） で 2013/14 シーズンに分離・検出されたイン
フルエンザウイルスの報告総数は 8,230 （分離 6,345, 検
出のみ 1,885） であった （ 3 ページ表 1 ）。うち, インフ
ルエンザ定点の検体からの分離・検出数は 6,738, イン
フルエンザ定点以外の検体からの分離・検出数は 1,492

であった （ 3 ページ表 2 , 本号 8 ページ）。型・亜型別割
合は AH1pdm09 が 43％, AH3 亜型が 21％, B 型が 36％
であった。B 型のうち, 山形系統と Victoria 系統の割
合は 7 : 3 であった （ 3 ページ表 1 ）。A 型では 2010/11

シーズン以来の, AH1pdm09 が主流となったシーズン
であった。AH3 亜型は 2014 年第 4 週がピークであった
が, 以後減少した。B 型は 2014 年第 10週以降, A 型を上
回った （図 1 および 3 ページ図 2 ）。分離例の年齢分布
をみると, AH1pdm09 および B 型山形系統とも 5 ～9 歳が
最も多い傾向にあった （次ページ図 3 , 本号 8ページ）。

2013/14 シーズン分離ウイルスの抗原性・薬剤耐性 

（本号 4 ページ） : 国内およびアジア地域から収集した
分離株について国立感染症研究所で詳細な抗原性解析
を行った。AH1pdm09 は 255 株ほぼすべてがワクチン
株 A/California/7/2009 に類似しており, 国内で分離
された 1 株のみが A/California/7/2009 に対する抗原
変異株であった。AH3 亜型は 244 株すべてがワクチン
株 A/Texas/50/2012 類似株であった。B 型山形系統
は 163 株のほぼすべてがワクチン株 B/Massachusetts/ 

02/2012類似株で, 解析した分離株の 28％は, ワクチ
ン株と同じ遺伝子グループ （クレード 2 ） に属したが, 

図1. 週別インフルエンザ患者報告数とインフルエンザウイルス分離報告数の推移,
       2013年第18週～2014年第40週
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72％の分離株は 2012/13 シーズンのワクチン株 B/Wis-

consin/1/2010 で代表されるグループ （クレード 3 ） に
分類された。一方, B 型 Victoria 系統 104 株はすべて, 

2011/12シーズンのワクチン株 B/Brisbane/60/2008

類似株であった。
国内分離の AH1pdm09 の4.2％ （105/2,524 株） が耐
性遺伝子マーカー変異 H275Y を有するオセルタミビ
ル/ペラミビル耐性株であった。2013 年 11月～2014 年
2 月にかけて札幌市を中心とする H275Y 耐性変異ウ
イルスの地域流行があり, 道内での耐性ウイルス検出
率は28％と高率であった。AH3 亜型および B 型の解析
した国内外すべての分離株は, オセルタミビル/ザナミ
ビル/ペラミビル/ラニナミビルに対し感受性であった。
抗体保有状況 :予防接種法の改正により, 予防接種
による免疫の獲得状況に関する調査 （本号 14 ページ） 
は, 2013 年 4 月 1 日から法に基づく調査になった。2013 

/14 シーズン前の 2013 年 7 ～ 9 月に採血された血清 

（n=6,571） における抗 A/California/7/2009 [A（H1N1） 
pdm09 亜型] 抗体保有率 （HI 価≧1 : 40） は, 10 代と20

代前半の年齢群では 70％以上と高かったが, 0 ～ 4 歳
群および 50代後半以上では概ね 20～30％と低かった。
抗 A/Texas/50/2012 [A（H3N2） 亜型] 抗体保有率は
年齢群間の差はA（H1N1）pdm09 亜型ほど顕著ではな
かったが, 0 ～ 4 歳群および 60～64 歳群の抗体保有率
が 30％前後と低かった。抗 B/Massachusetts/02/2012 

（B 型山形系統） 抗体保有率は20～24 歳群をピークに 15

～29 歳で 50％以上であったが, 0 ～ 4 歳群で約10％と低
かった。抗 B/Brisbane/60/2008（B 型 Victoria 系統） 
抗体保有率は, 35～44 歳群が50％前後と最も高かった
が, 0 ～ 4 歳群および 60～64歳群では 20％前後で低かっ
た。
インフルエンザワクチン : 2013/14 シーズンには 3

価ワクチン約 3,388 万本 （1ml 換算, 以下同様） が製造
され, 約 2,581 万本 （推計値） が使用された。

2014/15 シーズンワクチン株は, AH1 亜型は2010/11 

～2013/14 シーズンに引き続き A/California/7/2009

（X-179A） が選択され, AH3 亜型は 2013/14 シーズン
の A/Texas/50/2012（X-223） 株から卵馴化による抗原
変異の影響が少ない A/New York/39/2012（X-233A） 
株に変更され, B 型は 2013/14 シーズンに引き続き山形

系統の B/Massachusetts/2/2012（BX- 

51B） が選択された （本号 17 & 19ペー
ジ）。
鳥インフルエンザ A（H7N9）: 2013

年 3 月下旬～2014 年 9 月末現在, 中国
での鳥インフルエンザ A（H7N9） ウイ
ルスのヒトへの感染報告は, 2 つの波
を形成した。確定患者総数は 454 人 （う
ち死亡 171） であり, 第 2 波 （2013 年 10

月以降） の感染者は 318 人 （うち死亡
127） と, 第 1 波 （2013 年 10月以前） よりも多くの患者
が報告された （本号 21ページ）。鳥インフルエンザ
（H7N9） は, わが国では 2013 年 4 月26日に指定感染症
となり, 鳥インフルエンザ A（H7N9） ウイルス検出マ
ニュアルが作成され, 検査試薬 （PCR 試薬, プライ
マー・プローブ, 陽性対照等） が全国の 74 地衛研と16

検疫所に配布され, 検査体制は整っている。
鳥インフルエンザ A（H5N1）: 2014 年は, ヒトでの高
病原性鳥インフルエンザ A（H5N1） ウイルスの感染例
は 13例 （うち死亡 6 ） であり, 内訳はカンボジア （ 9 例, う
ち死亡 4 ）, 中国 （ 2 例, 死亡 0 ）, ベトナム （ 2 例, 死亡
2 ） である （10月17日現在報告数） （http://www.wpro. 

who.int/emerging_diseases/AvianInf luenza/en/）。
国内の鳥インフルエンザ : 2014 年 4 月, 熊本県内の

肉用養鶏場において高病原性鳥インフルエンザ （H5N8 亜
型） が発生した。発生農場の防疫措置を実施し, その
完了後 21日の経過を待って移動制限区域が解除され
た。ウイルス遺伝子配列の解析から, 熊本県でのウイ
ルスは韓国で分離された H5N8 亜型ウイルスとほぼ同
一であり, 韓国からの由来であると推定された （http:// 

www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/press/laboratory 

/niah/051983.html）。
新型インフルエンザ等対策特別措置法 :高病原性新
型インフルエンザや同様の危険性のある新感染症に対
し, 国民の生命・健康を保護し, 国民生活・国民経済に
及ぼす影響が最小となるようにすることを目的に 「新
型インフルエンザ等対策特別措置法」 が 2012年 5 月11

日に公布, 2013 年 4 月13日に施行された （http://www.

cas.go.jp/jp/inf luenza/120511houritu.html）。2013

年 6 月には政府行動計画等が取りまとめられ, 昨年度
中に全都道府県で行動計画作成が終了した。
おわりに :定点, 学校 （インフルエンザ様疾患発生報
告）, 入院サーベイランス等による患者発生動向の監
視, 通年的なウイルス分離, ワクチン候補株確保のた
めの流行株の抗原変異・遺伝子変異の解析, 抗インフ
ルエンザ薬耐性ウイルス出現の監視, 国民の抗体保有
率の監視が今後の対策に引き続き重要となっている。
2014/15 シーズンのインフルエンザウイルス分離・検
出速報は本号 22ページおよび http://www.nih.go.jp/

niid/ja/iasr-inf.html に掲載している。

図3. インフルエンザウイルスAH1pdm09, AH3, B/Victoria系統, B/山形系統分離例の年齢分布，
        2013/14シーズン （病原微生物検出情報 : 2014年10月14日現在報告数）
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  Type
A H1pdm09 3,495 2,792 703

---1H A
A H3 1,733 1,424 309

314TN A
B/Victoria 743 639 104
B/Yamagata 1,932 1,637 295
B NT 293 227 66

218103C
 Total 8,230 6,738 1,492

A NT: A B NT: B
A NT: A not subtyped, B NT: B lineage not determined

2014 10 14

Total (A+B)

Table 2. Isolation/detection of influenza viruses,
              2013/14 season

表2. インフルエンザウイルス分離・検出報告数, 
        2013/14シーズン

Other reports from hospital sentinels & clinics

 (Infectious Agents Surveillance Report: as of October 14,
2014 from PHIs)

Detections from samples collected during September
2013 through August 2014.

2013 9 2014 8

(A) + Reports from 
influenza sentinels (pediatric & internal medicine
clinics)
(B) +  

(A) (B)

Table 1. Isolation/detection of influenza viruses during 2010/11-2013/14 seasons 

Type
A H1pdm09 3,819 ( 2,438) 11 ( 4) 109 ( 54) 2,841 ( 654)
A H1 - - - -
A H3 2,339 ( 1,523) 3,709 ( 1,434) 3,667 ( 1,379) 1,199 ( 534)
A NT - ( 2) - ( 14) - ( 15) - ( 4)
B/Victoria 1,450 ( 3) 1,088 ( 14) 357 ( 28) 627 ( 116)
B/Yamagata 33 547 ( 8) 805 ( 31) 1,637 ( 295)
B NT 49 ( 313) 82 ( 304) 49 ( 195) 20 ( 273)
C - ( 12) 25 ( 36) - ( 2) 21 ( 9)

 Total 7,690 ( 4,291) 5,462 ( 1,814) 4,987 ( 1,704) 6,345 ( 1,885)
A NT: A B NT: B
A NT: A not subtyped, B NT: B lineage not determined

 [Infectious Agents Surveillance Report: as of October 14, 2014 from prefectural and  
municipal public health institutes (PHIs)]

表1. インフルエンザウイルス分離・検出報告数, 2010/11～2013/14シーズン

(    ): Gene or antigen detection, not included in the total

2010/11 2011/12 2012/13 2013/14

* 9 8
,     

 2014 10 14

* Season*

*Sampling season during September through August in the following year.

Reports of isolation

図2. 都道府県別インフルエンザウイルス分離報告状況, 2013/14シーズン（病原微生物検出情報 : 2014年10月14日現在報告数）
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Figure 2. Isolation of influenza viruses by prefecture in 2013/14 season
(Infectious Agents Surveillance Report: As of October 14, 2014 from PHIs)
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＜特集関連情報＞
2013/14シーズンのインフルエンザ分離株の解析

 1 .  流行の概要
2013/14インフルエンザシーズンは, 国内では 2010/11

シーズン以来 A（H1N1）pdm09 が流行し主流となった。
A（H3N2） ウイルスおよび B 型も流行し, A（H3N2） の
報告数は 2013 年第  4 週をピークに減少したが, B 型は
2013 年第 4 週をピークに第 12 週までほぼ横ばいの報告
数であった。また B 型は, 第10 週以降, 報告数が A 型
の報告数を上回った。海外においても, 特に北半球で
は A（H1N1）pdm09 が流行の主流であった。

2013/14 インフルエンザシーズンの総分離・検出報
告数 8,196 株における型/亜型比は, A/H1pdm09 が 43％ 

（3,495 株）, A/H3 が 21％ （1,733 株）, B 型が 36％ （2,968 

株） であった。B 型は B/Yamagata/16/1988 に代表さ

れる Yamagata（山形）系統と B/Victoria/2/1987 に代
表される Victoria 系統の混合流行で, その割合は約
7 : 3 であった。海外においても Yamagata 系統の割合
が多い傾向がみられた。

 2 .  各亜型の流行株の抗原性解析
2013/14 シーズンに全国の地方衛生研究所 （地衛研） 

で分離されたウイルス株は, 各地衛研において, 国立
感染症研究所 （感染研） から配布された孵化鶏卵 （卵） 
分離のワクチン株で作製された同定用キット [A/

California/7/2009（H1N1）pdm09, A/Texas/50/2012 

（H3N2）, B/Massachusetts/02/2012 （Yamagata 系統）, 
B/Brisbane/60/2008（Victoria 系統）] を用いた赤血球
凝集抑制 （HI） 試験によって, 型・亜型・系統同定が
行われた。感染研では, 感染症サーベイランスシステ
ム （NESID） 経由で情報を収集し, 地衛研で分離・同
定されたウイルス株総数の約 10％を無作為に選択し, 
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OSAKA/39/13 NOV

Dakar/07/14 P1/NIMR FEB
WAKAYAMA-C/32/13 SEP

SAPPORO/1/14 JAN @
TOKYO/32556/14 JAN @
SAPPORO/83/14 FEB @

SHIZUOKA-C/6/14 JAN
Sainshand/206/14 JAN

FUKUI/2/14 JAN
Taiwan/362/14 MAR

Ulaanbaatar/233/14 JAN
Nepal/0524/14 APR

BRISBANE/34/14 Aus FEB
St Petersburg/59/14 CDC APR

Finland/422/14 NIMR MAR
Stockholm/10/14 NIMR FEB

Puerto Rico/16/14 CDC JUN
Nepal/0460/14 MAR

Nepal/0562/14 APR
Washington/09/14 CDC MAR

Saint-Petersburg/48/14 E NIMR APR

OSAKA-C/54/14 FEB @
OSAKA-C/57/14 FEB @ (L)

HIROSHIMA/57/14 APR @
FUKUI/56/14 MAR

Taiwan/448/14 APR
Krasnoyarsk/2/14 E NIMR APR

AICHI/2/14 JAN

Missouri/05/14 CDC MAR
Austria/789192/14 NIMR APR

CHIBA-C/51/13 DEC
MIYAGI/5/14 JAN

TOWNSVILLE/18/14 Aus FEB
Texas/16/14 CDC MAR

Nepal/0463/14 MAR
Nepal/0651/14 APR

Hawaii/07/14 CDC MAY
New Hampshire/04/13E CDC SEP

North Carolina/04/14 CDC FEB @
Goias/52980/14 Bra JUN

DARWIN/7/14 Aus FEB
WAKAYAMA/153/13 NOV

Cyprus/F94/14 NIMR FEB
KITAKYUSYU/6/14 JAN

HUTT VALLEY/001/14 Aus FEB
England/403/14 NIMR MAR

India/5964/14 CDC MAY
Hong Kong/5999/14 NIMR JUN

Alaska/07/14 CDC APR
Utah/04/14 CDC FEB

Michigan/04/14 CDC MAR
Maryland/09/14 CDC MAR

Nepal/0444/14 MAR
KOBE/318/14 FEB

Belgium/14G0500/14 NIMR APR

England/378/14 NIMR MAR
TOKYO/34011/14 APR @

Florida/07/14 CDC JAN
Taiwan/459/14 APR

CHIBA/19/14 FEB @
SENDAI/42/14 FEB @
FUKUOKA-C/23/14 APR

YOKOSUKA/3/14 JAN
FUKUI/29/14 FEB @

SAITAMA-C/9/14 JAN
SAGAMIHARA/4/14 JAN
NIIGATA/52/14 JAN
HYOGO/3030/14 MAR

OKINAWA/3/14 JAN
TOTTORI/1/14 APR @

EHIME/31/14 MAR @
NIIGATA-C/56/14 MAY

FUKUSHIMA/95/14 MAY
SAITAMA-C/31/14 APR
MIYAZAKI/51/14 APR
KUMAMOTO/70/14 APR @

NARA/32/14 MAR @
SYDNEY/21/14 Aus FEB

AKITA/1/14 JAN
NAGANO/2319/14 MAY

KYOTO-C/20/14 FEB
YAMAGATA/218/14 APR

HYOGO/1218/14 FEB @
CHIBA-C/42/14 MAR
HAMAMATU-C/14115/14 FEB

YOKOHAMA/84/14 MAR

California/07/09E

図1. Phylogenetic analysis of 
influenza A(H1N1)pdm09 
HA genes

2013/14 vaccine strain
太字 : HI reference strain
@: Oseltamivir resistant
(L): Low reactor
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分与を受けた。地衛研から分与された株についてフェ
レット感染血清を用いた HI 試験により詳細な抗原性
解析を実施した。

2-1） A（H1N1）pdm09 ウイルス
抗原性解析 : 6 種類のフェレット感染血清を用いて, 

国内および海外 （台湾, モンゴル, ラオス, ネパール） 
で分離された 255 株について抗原性解析を行った。そ
の結果, 解析した分離株のほぼすべてがワクチン株 A/

California/7/2009 に抗原性が類似しており, 国内で分
離された 1 株のみ A/California/7/2009 の抗血清に対
しての HI 価がホモ価に比して 8 倍以上低下した抗原
変異株であった。この抗原変異株は, 赤血球凝集素 

（HA） タンパク質の抗原領域 Sa の 153-157 番目にアミ
ノ酸置換をもっていたが, 臨床検体中のウイルスから
はこの領域のアミノ酸置換は検出されなかった。した
がって, これらのアミノ酸置換は MDCK 細胞でのウ

イルス分離過程にて出現, 選択されたと考えられた。
遺伝子系統樹解析 : HA 遺伝子系統樹上でクレード

1 ～ 8 の 8 つに区分されており, クレード 6 はさらにサ
ブクレード 6A, 6B, 6C に細分される。2013/14シーズ
ンの国内分離株はすべてサブクレード 6B または 6C に
属しており, 流行の主流はクレード 6B であった （前
ページ図 1 ）。これらの株は, 遺伝子的には異なるク
レード/サブクレードではあるが抗原性に違いはなく, 

すべてワクチン株 A/California/7/2009 類似株であっ
た。HI 試験で抗原変異株と同定された 1 株は, クレー
ド 6B に分類された。
一方, 後述するが （「3. 抗インフルエンザ薬耐性株
の検出と性状」を参照）, NA タンパク質にオセルタミ
ビルおよびペラミビルに対する耐性マーカーのアミノ
酸置換 H275Y を有する株が全国で散見された （総検
査株の4.2％） が, これらはいずれもワクチン株 A/

0.002

Victoria/210/09E
HUNAN-BEIHU/1313/09

SHIZUOKA/736/09
Ghana/FS-12-758/12.NIMR

MIE/31/11
Victoria/361/11

Texas/50/12E
Texas/50/12E X-223

Texas/50/12

KANAGAWA/159/14 JUN
KANAGAWA/154/14 MAY

SAKAI/72/14 MAR
Pennsylvania/39/14 CDC APR

Hong Kong/5738/14 NIMR APR
New Jersey/08/14 CDC MAY
CHIBA-C/52/14 APR

SAITAMA-C/30/14 MAR
Alaska/24/14 CDC JUN
WAKAYAMA/111/14 MAR
GIFU/44/14 MAR

Nebraska/04/14 CDC MAR
Utah/08/14 CDC MAY

KANAGAWA/146/14 MAR

Utah/07/14 CDC APR
TOKYO/32839/14 MAR
NIIGATA/502/14 MAR
Finland/410/14 NIMR FEB

TOKYO/34059/14 MAY
CHIBA-C/53/14 MAY
SHIMANE/88/14 MAR
HAMAMATU-C/14179/14 MAR

NARA/38/14 MAR
YAMAGATA/197/14 APR
Taiwan/442/14 MAR

KANAGAWA/152/14 MAR
Taiwan/466/14 APR

FUKUSHIMA/88/14 MAR

TOKYO/34013/14 APR
FUKUSHIMA/94/14 APR

YAMAGATA/150/14 MAR
WAKAYAMA-C/87/14 MAR

SHIGA/37/14 APR
Hawaii/16/14 CDC APR

New York/39/12E 
New York/39/12

Wisconsin/15/14 CDC MAY

OITA/9/14 MAR
NAGANO/2272/14 APR

India/5801/14 CDC APR
Taiwan/364/14 MAR

IWATE/24/14 FEB
AICHI/83/14 MAR

Poland/1702/14 NIMR APR
SAPPORO/116/14 MAR 

Kansas/06/14 CDC MAY
TOKYO/31512/13 OCT

Austria/790710/14 NIMR APR
Madrid/SO12318/14 NIMR JUN

NEWCASTLE/22/14 E Aus JUN
Norway/1003/14 NIMR MAR

AKITA/19/14 MAR
Peru/18/14 CDC MAY

SAPPORO/132/14 APR
Washington/18/13 CDC NOV

Montana/05/14 CDC MAR
Sao Paulo/4-12847/14 Bra JUN

TOKYO/40070/14 APR
Madrid/1635/14 Spa APR

NAGANO/2295/14 APR
Dakar/15/14 NIMR JUL

MIYAZAKI/50/14 APR
Glasgow/4165/14 NIMR JUN

India/7752/14 CDC JUN
OSAKA/53/14 APR
NIIGATA/570/14 MAR
NAGANO-C/37/14 APR
OITA/13/14 APR
MIYAGI/41/14 MAR
SAITAMA/94/14 MAY

MIYAGI/43/14 MAR
SENDAI/58/14 MAR

KITAKYUSYU/28/14 APR
Ulaanbaatar/100/14 JAN

Alaska/27/14 CDC MAY
TOKYO/32850/14 MAR

Palau/6759/14 CDC MAR
Palau/6759/14 E CDC MAR

Switzerland/9715293/13 NIMR DEC
NIIGATA-C/47/14 APR

WAKAYAMA/121/14 APR
TASMANIA/11/14 Aus MAR

OSAKA-C/2003/14 JAN
Alaska/15/14 CDC JUN

KANAGAWA/148/14 MAR
SOUTH AUSTRALIA/55/14 Aus JUN

Finland/440/14 NIMR APR
SAITAMA/90/14 APR

Perth/16/09E
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図2. Phylogenetic analysis of 
influenza A(H3N2) HA genes
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太字 : HI reference strain
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California/7/2009 類似株であり, また, 遺伝子系統樹
内での特定の集団形成は認められなかった。

2-2） A（H3N2） ウイルス
抗原性解析 :国内および海外 （台湾, モンゴル, ラオ
ス） で分離された 244 株について, 8 種類のフェレット
感染血清を用いて抗原性解析を行った。解析した分離
株は遺伝子系統樹的にはクレード  3C.2 および 3C.3 に
属する （前ページ図 2 ） が, ワクチン株 A/Texas/50/ 

2012 （クレード 3C.1） の抗血清との HI 反応性がホモ価
に比して 8 倍以上低下している株は認められなかった。
一方, クレード 3C.3 に属する A/Tokyo/31512/2013

株 （2014/15シーズンのワクチン株 A/New York/39/ 

2012 の類似株） に対するフェレット抗血清との HI 反
応性は, クレード 3C.2 および 3C.3 からそれぞれ派生
したサブクレード 3C.2a および 3C.3a （前ページ図 2 ,

後述の遺伝子系統樹解析参照） に属する株は, ホモ価

に対して 2 ～ 8 倍低下していた。これらのサブクレー
ドに属する抗原変異株群は, 2014 年 2 月以降から増え
てきており, 諸外国においても広がる傾向がみられて
いることから, 今後の動向に注意が必要と考えられる。
遺伝子系統樹解析 : HA 遺伝子系統樹においてクレー
ド 3C はサブクレード 3C.1, 3C.2, 3C.3 に分かれてい
る （前ページ図 2 ）。国内分離株は, クレード 3C.2 （ア
ミノ酸置換 : N145S, D489N） または 3C.3 （アミノ酸置
換 : T128A, R142G, N145S, 代表株 : A/New York/ 

39/2012 株, A/Tokyo/31512/2013株） に属した。さら
にサブクレード 3C.2 内には 3C.2a （アミノ酸置換 : L3I, 

N144S, K160T, N255D, Q311H, F159Y） が, 3C.3 内
には 3C.3a （アミノ酸置換 : A138S, F159Y, N225D）, 
および 3C.3b （アミノ酸置換 : E62K, K83R, M347K） 
の新たな集団形成が認められた。

0.002

MIYAGI/21/14 MAR 
GUNMA/80/14 APR

IWATE/20/14 MAR
YAMAGATA/227/14 MAY

FUKUOKA/1410/14 JAN
Nong Khai/176/14 CDC MAR

Austria/784502/14 NIMR MAR
HIROSHIMA/12/14 FEB
TOKUSHIMA/3/14 JAN

KAGOSHIMA/2043/14 FEB
OITA/7/14 MAY

NAGANO/2339/14 MAY

YAMAGUCHI/13/14 FEB
NAGANO/2349/14 MAY

AICHI/54/14 MAY
KOCHI/102/14 JAN

TOWNSVILLE/3/14 Aus FEB
CAPITAL & COAST/001/14 Aus JAN

DARWIN/4/14 Aus JAN
Israel/Z-1508/14 NIMR MAR

Taiwan/123/14 APR
Lithuania/6935/13

ISHIKAWA/40/14 FEB
Massachusetts/02/12 

MALAYSIA/412/12
KANAGAWA/37/11

Firenze/2/14 NIMR JAN
OSAKA/25/14 MAY

Austria/783231/14 NIMR MAR

Wisconsin/01/10
SAKAI/36/11

BRISBANE/4/14 Aus JAN

Hawaii/04/14 CDC MAR
CHIBA-C/4/14 JAN

Shandong-Mudan/1374/13
Guangdong-Liwan/1133/14 E CDC FEB

KITAKYUSYU/1/14 JAN
OSAKA/18/13

EHIME/2/14 JAN
YOKOHAMA/147/14 MAY

KOCHI/120/14 APR
Ukraine/6068/14 NIMR FEB

Sassari/10/14 NIMR FEB
SAPPORO/92/14 MAY

HOKKAIDO/1/14 JAN
Utah/09/14 E CDC MAY

GIFU-C/4/14 FEB
HIROSHIMA/4/14 JAN
WAKAYAMA/129/14 MAY
SHIMANE/46/14 MAY
SHIZUOKA-C/15/14 FEB
KYOTO-C/14/14 MAR

TOCHIGI/14221/14 MAR 
YOKOHAMA/27/14 JAN

NIIGATA-C/17/14 MAY

PHUKET/3073/13
PHUKET/3073/13 E

Utah/03/14 E CDC MAR
NAGANO/2310/14 MAY

SAITAMA/57/14 MAY

OSAKA-C/44/14 MAR
KANAGAWA/104/14 APR
TOTTORI/27/14 APR
OSAKA/19/14 APR

Saint-Petersburg/76/14 NIMR APR

Nebraska/02/14 CDC FEB
Connecticut/02/14 CDC MAR

WAKAYAMA-C/12/14 FEB
Austria/784609/14 NIMR MAR

NIIGATA/434/14 MAR
FUKUOKA-C/1/14 MAR
OITA/6/14 APR

KUMAMOTO-C/9/14 FEB
HAMAMATU-C/14151/14 MAR

MIYAZAKI/46/14 MAR
Illinois/02/14 CDC APR

CHIBA/9/14 FEB
Sao Paulo/61883/14 Bra JUL

Hong Kong/3423/14 NIMR JUN
Iceland/78/14 NIMR MAY

New Zealand/484/14 CDC JUN
SENDAI/55/14 APR
Alaska/22/14 CDC JUL

Norway/2011/14 NIMR JUN
SAKAI/75/14 MAR

NARA/14/14 APR
Nepal/50/14 JAN
Bangladesh/7172/14 CDC MAR
Taiwan/185/14 MAY
Texas/02/14 CDC FEB

Canarias/1802/14 NIMR JUL

Florida/4/06E

図3. Phylogenetic analysis of influenza 
B (Yamagata-lineage)
HA genes

2013/14 vaccine strain
太字 : HI reference strain
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2-3） B 型ウイルス :

抗原性解析 :国内および海外 （台湾, ラオス, ネパー
ル） から収集した分離株のうち, Victoria 系統の 104株
については 5 ～ 8 種類のフェレット感染血清を用いて, 

Yamagata 系統の 163 株については 8 種類のフェレッ
ト感染血清を用いて抗原性解析を実施した。その結果, 

Yamagata 系統解析株の 98％が 2013/14 シーズンに採
用されたワクチン株 B/Massachusetts/02/2012 に抗
原性が類似していた。Victoria 系統解析株はすべてが
2011/12 シーズンのワクチン株 B/Brisbane/60/2008

に抗原性が類似していた。
遺伝子系統樹解析 : Yamagata 系統では, 分離株は

HA タンパク質に S150I, N165Y, S229D アミノ酸置換
を持つクレード 3 （代表株 : B/Wisconsin/01/2010 株, 

B/Sakai/36/2011 株） が主流であった （72％）（前ペー
ジ図 3 ）。一部の株 （28％） は, R48K, P108A, T181A, 

S229G アミノ酸置換を持つクレード 2 （代表株 : B/

Massachusetts/02/2012 株, B/Kanagawa/37/2011株） 
に属した。クレード 3 に属する分離株には Yamagata

系統と Victoria 系統のリアソータント株 （HA: Yama-

gata 系統, NA: Victoria 系統） も散発的に検出され
た。クレード 2 , 3 に明確な抗原性の違いは認められ
ないが, クレード 2 に属する株は, クレード 3 に属す
る B/Wisconsin/01/2010 株 （細胞分離株） 抗血清に対
し 2 ～ 4 倍の HI 価の低下を示す傾向にあった。

Victoria 系統では, 分離株はすべて, HA タンパク
質にN75L, N165K, S172Pアミノ酸置換を持つクレード
1 に属した （図 4 ）。クレード 1 は, B/Brisbane/60/2008

株, B/Sakai/43/2008 株を代表とするサブクレード 1A

と, L58P アミノ酸置換を持つサブクレード 1B （代表
株 : B/Shizuoka/57/2011 株） に区分されるが, 今シー
ズンの分離株はすべてサブクレード 1A に属した。

0.001

Cambodia/1412/11
TAIWAN/55/09

SHIZUOKA/57/11
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図4. Phylogenetic analysis of 
influenza B (Victoria-lineage)
HA genes
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 3 .  抗インフルエンザ薬耐性株の検出と性状
季節性インフルエンザに対する抗インフルエンザ薬

としては, M2 阻害剤アマンタジン （商品名シンメトレ
ル） および 4 種類のノイラミニダーゼ （NA） 阻害剤オ
セルタミビル （商品名タミフル）, ザナミビル （商品名
リレンザ）, ペラミビル （商品名ラピアクタ）, ラニナミ
ビル （商品名イナビル） が承認されている。しかし, M2

阻害剤は B 型ウイルスに対して無効であり, さらに現
在, 国内外で流行している A（H1N1）pdm09 ウイルス
および A（H3N2） ウイルスは, M2 阻害剤に対して耐
性を示すため, インフルエンザの治療には, 主に NA

阻害剤が使用されている。日本は NA 阻害剤を多用し
ていることから, 薬剤耐性株の検出状況を継続的に監
視し, 国や地方自治体, 医療機関および WHO に対して
迅速に情報提供することは公衆衛生上非常に重要であ
る。そこで感染研では全国の地衛研と共同で, 抗イン
フルエンザ薬耐性株サーベイランスを実施している。

A（H1N1）pdm09 ウイルスについては, 地衛研にお
いて NA 遺伝子解析によるオセルタミビル・ペラミビ
ル耐性変異 H275Y の検出を行い, 感染研において上
記 4 薬剤に対する感受性試験を実施した。A（H3N2） 
ウイルスおよび B 型ウイルスについては, 地衛研から
感染研に分与された全分離株について 4 薬剤に対する
感受性試験を行った。

3-1） A（H1N1）pdm09 ウイルス
2013/14 シーズンは, 国内で分離された2,524 株につ

いて解析を行った。その結果, 105 株 （4.2％） が H275Y

耐性変異をもち, オセルタミビルおよびペラミビルに
対して耐性を示した。2013 年 11月～2014 年 2 月には, 

札幌市を中心とする北海道内で H275Y 耐性変異ウイ
ルスの地域流行があった （IASR 35: 42-43, 2014）。す
なわち, 北海道内における耐性ウイルスの検出率
は 28％にのぼり, 北海道外における検出率 2.8％と比べ
高率であった。また, 2014 年 4 月には広島県で, オセル
タミビルおよびペラミビルに対して耐性を示し, ザナ
ミビルおよびラニナミビルに対する感受性も低下した
H275Y/I223R 二重耐性変異ウイルスが 1 株検出され
たが （IASR 35: 176-177, 2014）, それ以上の広がりは
認められなかった。海外 （ラオス, モンゴル, ネパー
ル, 台湾） で分離された 55 株については, すべての株
が 4 薬剤に対して感受性を示し, 耐性株は検出されな
かった。
また, M2 阻害剤に対する耐性変異について国内株

43 株の M2 遺伝子解析を行ったところ, すべての株が
M2 阻害剤耐性変異 （S31N） をもっていた。

3-2） A（H3N2） ウイルス
国内で分離された 299 株および海外 （ラオス, ネパー
ル, モンゴル, 台湾） で分離された 46 株について解析
を行った結果, すべての解析株は 4 薬剤に対して感受
性を示し, 耐性株は検出されなかった。また, M2 遺伝

子解析を行った国内株 4 株はいずれも M2 阻害剤耐性
変異 （S31N） をもっていた。

3-3） B 型ウイルス 

国内で分離された 298 株および海外 （ネパール, 台湾, 

ベトナム） で分離された12 株について解析を行った結
果, すべての解析株は 4 薬剤に対して感受性を示し, 

耐性株は検出されなかった。
本研究は 「厚生労働省感染症発生動向調査に基づく

インフルエンザサーベイランス」 事業として全国 76 地
衛研との共同研究として行われた。また, ワクチン株
選定にあたっては, ワクチン接種前後のヒト血清中の
抗体と流行株との反応性の評価のために, 新潟大学大
学院医歯学総合研究科国際保健学分野・齋藤玲子教授
の協力を得た。海外からの情報は WHO インフルエン
ザ協力センター （米 CDC, 英国立医学研究所, 豪 WHO

協力センター, 中国 CDC） から提供された。本稿に掲
載した成績は全解析成績の中から抜粋したものであ
り, その他の成績は NESID の病原体検出情報システ
ムにより毎週地衛研に還元されている。また, 本稿は
上記研究事業の遂行にあたり, 地方衛生研究所全国協
議会と感染研との合意事項に基づく情報還元である。
　国立感染症研究所
　　インフルエンザウイルス研究センター第一室・
　　WHOインフルエンザ協力センター 

　　　中村一哉　藤崎誠一郎　白倉雅之　高下恵美
　　　岸田典子　徐　紅　佐藤　彩　菅原裕美
　　　土井輝子　伊東玲子　江島美穂　三浦　舞
　　　今井正樹　田代眞人　渡邉真治　小田切孝人
　　地方衛生研究所インフルエンザ株サーベイランス
　　グループ

＜特集関連情報＞
病原体サーベイランスからみる2013/14シーズンの
インフルエンザの流行

はじめに
インフルエンザ病原体サーベイランスは, 平成 11

（1999） 年に発出された 「感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律の施行に伴う感染症発生
動向調査事業の実施について」 （厚生省保健医療局長
通知） に基づき実施されている。
感染症発生動向調査では, 全国約 5,000 のインフルエ

ンザ定点 （小児科約 3,000, 内科約 2,000） および基幹定
点 （全国約 500カ所の病床数 300 以上の医療機関） から
患者数が報告されている。基幹定点では, インフルエ
ンザによる入院患者に限定して患者数が報告されてい
る。全国の地方衛生研究所では, インフルエンザ定点
の約 10％にあたる病原体定点, 基幹定点および定点以
外のその他の医療機関で採取された検体から, 病原体
の分離・検出を行っている。検体から病原体が検出さ
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れた症例 （陽性についての
み） の情報とウイルスの
型・亜型等の検査結果が感
染症サーベイランスシステ
ム （NESID） の病原体検出
情報に報告されている。
目的と方法
2013/14シーズン （2013 年

9 月～2014 年 8 月） のイン
フルエンザの流行実態を把
握するために, 病原体検出
情報を基にインフルエンザ
ウイルス検出例の型・亜型
別, 定点の種類別, 患者の
年齢群別, 症状等について
過去 3 シーズンと比較し特
徴を調べた （2014 年 10月10

日の集計データを使用）。
結　果
型・亜型別 : 2013/14 シー
ズンの A型・B 型インフル
エンザウイルスの報告数は
7,903 例であった （※A 亜型
未同定 4 例, B 系統未同定
293 例を除く）。型・亜型別
にみると, AH1pdm09 亜型
が 3,495 例 （44％） で流行の
主流で, 次いで B 型が 2,675

例 （34％） 〔Yamagata（山
形） 系統が 1,932 例; 24％, 

Victoria （ビクトリア） 系
統が 743 例; 9.4％〕, AH3 亜
型が 1,733例 （22％） であっ
た （表・図 1 ）。前 2 シーズ
ン （2011/12と2012/13）は
AH3 亜型が主流であり, 

AH1pdm09 亜型は 2010/11

シーズン以来 3 シーズンぶ
りの流行であった。B 型山形系統は, 2010/11 シーズン
には全体の検出の 0.3％であったが, その割合が年々増
加していた。
定点種別 : 2013/14 シーズンの検出報告の定点種別割
合をみると, 内科定点から37％ （2,897例）, 小児科定点
から 45％ （3,595 例）, 基幹定点から 4 ％ （352 例）, 定点
以外の医療機関から13％ （1,059 例） であった （表・図
1 ）。定点種別割合は, 前 2 シーズンとはあまり差はみ
られなかった 〔内科定点 （35～41％）, 小児科定点 （42～
45％）, 基幹定点 （ 4 ％）, その他 （13～16％）〕 が, 2010/ 

11シーズンは他のシーズンに比べるとその他の割合が
高かった （24％）。

さらに定点種別にインフルエンザウイルス型・亜型
検出割合をみると （図 1 ）, 2013/14 シーズンの基幹定
点においては, AH1pdm09 亜型の占める割合が 58％と
多く, B 型の占める割合は山形系統・ビクトリア系統
ともに少なかった （19％, 4.8％）。小児科定点において
は, AH1pdm09 亜型の占める割合は 41％で, B 型山形
系統の占める割合が 27％と多かった。2010/11 シーズ
ンも同様に, AH1pdm09 亜型については, 基幹定点か
らの報告全体に占める割合が高かったことが特徴で
あった （61％）。
転帰・重症例 : 2013/14 シーズンには, 転帰が死亡の
患者からのウイルス検出は 6 例 （0.1％） あった （いず

表. インフルエンザウイルス検出報告*、 2010/11～2013/14シーズン

2010/11 6,251 54% 3,849 33% 1,450 13% 33 0.3% 11,583
2011/12 15 0.2% 5,145 75% 1,102 16% 555 8.1% 6,817
2012/13 163 2.5% 5,044 78% 385 6.0% 836 13% 6,428
2013/14 3,495 44% 1,733 22% 743 9.4% 1,932 24% 7,903

2010/11 22 0.4% 10 0.3% 1 0.1% - 33 0.3%
2011/12 - 6 0.1% 1 0.1% - 7 0.1%
2012/13 - 6 0.1% - - 6 0.1%
2013/14 6 0.2% - 0.0% - - 6 0.1%

2010/11 220 3.5% 51 1.3% 13 0.9% - 284 2.5%
2011/12 1 6.7% 79 1.5% 12 1.1% 9 1.6% 101 1.5%
2012/13 2 1.2% 45 0.9% 4 1.0% 3 0.4% 54 0.8%
2013/14 117 3.3% 17 1.0% 5 0.7% 19 1.0% 158 2.0%

2010/11 3,544 31% 4,785 41% 485 4% 2,769 24% 11,583
2011/12 2,408 35% 2,992 44% 296 4% 1,121 16% 6,817
2012/13 2,621 41% 2,703 42% 274 4% 830 13% 6,428
2013/14 2,897 37% 3,595 45% 352 4% 1,059 13% 7,903

7 13% 3 6% 4 8% 38 73% 52 100%
2010/11 3 1 1 28 33
2011/12 1 2 1 3 7
2012/13 3 - 2 1 6
2013/14 - - - 6 6

130 22% 153 26% 105 18% 209 35% 597 100%
2010/11 51 59 33 141 284
2011/12 23 32 24 22 101
2012/13 20 17 8 9 54
2013/14 36 45 40 37 158

*A NT B NT

A H1pdm09 A H3 B/Victoria B/Yamagata

62%

61%

45%

59%

54%

31%

23%

38%

29%

33%

6.4%

15%

16%

12%

13%

0.1%

1.0%

0.4%

0.3%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=2,769)

(n=485)

(n=4,785)

(n=3,544)

2010/11シーズン 2011/12シーズン
(n=11,583)

A H1pdm09 A H3 B/Victoria B/Yamagata

0.4%

0.3%

0.1%

0.2%

0.2%

82%

74%

71%

78%

75%

11%

19%

19%

15%

16%

7.0%

6.4%

9.6%

7.1%

8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,121)

(n=296)

(n=2,992)

(n=2,408)

(n=6,817)

A H1pdm09 A H3 B/Victoria B/Yamagata

3.4%

4.4%

2.5%

2.1%

2.5%

82%

70%

74%

83%

78%

6.0%

5.5%

6.9%

5.1%

6.0%

8.9%

19.7%

16.3%

10.2%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=830)

(n=274)

(n=2,703)

(n=2,621)

2013/14シーズン2012/13シーズン
(n=6,428)

A H1pdm09 A H3 B/Victoria B/Yamagata

47%

58%

41%

46%

44%

23%

19%

23%

21%

22%

8.2%

4.8%

9.7%

10%

9.4%

22%

19%

27%

24%

24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,059)

(n=352)

(n=3,595)

(n=2,897)

(n=7,903)

A H1pdm09 A H3 B/Victoria B/Yamagata

* *

* *

図1. 定点種別インフルエンザウイルス型・亜型割合、 2010/11～2013/14シーズン
（※A-NT、B-NTは除く）

*インフルエンザ定点（小児科定点+内科定点）
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れも AH1pdm09 亜型） （前ペー
ジ表）。前 2 シーズンも 6 ～ 7 例の
死亡患者からの検出があった 

（0.1％） が, 2010/11シーズンは
33 例 （0.3％） であった。死亡例
全 52 例中 38 例 （73％） は定点以
外からの報告であった。

2013/14シーズンには, ウイル
スが検出された患者の臨床症状
のうち, 肺炎を呈していたもの
は 158 例 （2.0％） で, そのうち
AH1pdm09 が 117 例 （シーズン
検出亜型のうちの 3.3％）, B 型
山形系統 19 例 （1.0％）, AH3 亜
型が 17 例 （1.0％）, B 型ビクトリ
ア系統が 5 例 （0.7％） であった。
前 2 シーズンはシーズン全体で
肺炎患者からの検出割合は 0.8～1.5％であったが, 2010 

/11シーズンは 2.5％と高かった。肺炎患者全 597 例中, 

209 例 （35％） は定点以外から, 153 例 （26％） は小児科
定点から, 130例 （22％） は内科定点から, 105 例 （18％） 
は基幹定点からの報告であった。
型・亜型別の年齢群 :シーズンごとの各年齢群にお
けるインフルエンザウイルス型・亜型の検出数を図 2

に, 型・亜型検出割合を図 3 に示す。2013/14 シーズン
は, 0 ～ 7 歳の小児では AH1pdm09 亜型の検出数が最
も多く, 特に 0 ～ 6 歳までは AH1pdm09 亜型の割合も
高かったが, 7 歳以降の小児ではその割合は減少して
いた。また, AH1pdm09 亜型は, 30 代後半～40 代前半
にも報告数の増加がみられた。B 型山形系統の検出割
合は, 7 ～14 歳の小児で他の年齢群と比較し高く, また

成人では 35～39 歳にも検出数のピークがみられた。
2010/11 シーズンの AH1pdm09 亜型は, 小児全体で検
出されたが, 特に15～29 歳群で検出数が増加してい
た。

B 型は, 山形系統・ビクトリア系統検出例ともに, ま
た, どのシーズンでも小児では特に低年齢 （ 0 ～ 2 歳） 
では検出数が少なく, 7 ～ 8 歳に検出数のピークがみ
られる傾向があった。

AH3 亜型は, 2013/14 シーズンは全年齢群で検出さ
れていた。過去 3 シーズンでみられた 70 歳以上の高齢
者での AH3 亜型検出数の増加は認められなかった。
考察とまとめ
2013/14シーズンは複数のインフルエンザウイルス
が流行していたが, 流行していた型・亜型は年齢群で
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図2. 年齢/年齢群別インフルエンザウイルス型・亜型検出数、 2010/11～2013/14シーズン
（※年齢不明を除く）
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図3. 年齢/年齢群別インフルエンザウイルス型・亜型検出割合、2010/11～2013/14シーズン
（※年齢不明を除く）
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異なっていた。AH1pdm09 亜型は 0 ～ 6 歳の小児およ
び 30～40 代を中心に流行し, 7 ～14 歳の小児では B 型
山形系統も流行していたと推測される。AH1pdm09 亜
型患者に肺炎症例が多い傾向がみられたが, 検体サン
プリングの偏りがあるのか, 実際に肺炎症例数が増加
していたのかは不明である。
病原体サーベイランスのデータは, 各年齢群の分母
数が異なり, サンプリング等のバイアスも考慮しなけ
ればいけないが, 病原体サーベイランスから見えてく
るインフルエンザの流行は, 過去のインフルエンザ罹
患歴, 抗体保有状況, 学校等の集団生活や児童の親の
世代等の生活形態による伝播様式や, A 型や B 型によ
る病態の違いなどを反映していると思われる。今後も
流行の実態把握のため, 患者年齢や報告定点別等も考
慮しながら, インフルエンザウイルスの動向に注目し
たい。
謝辞 :各地方衛生研究所により検査・報告された病
原体情報のデータを使用させていただきました。感染
症発生動向調査 （患者および病原体サーベイランス）, 
流行予測調査等のサーベイランス業務に携わる各都道
府県, 衛生研究所, 保健所, 医療機関の関係者の皆様
に深く感謝申し上げます。
　　　　　　国立感染症研究所感染症疫学センター

＜特集関連情報＞
2013/14 シーズンの季節性インフルエンザにおける
入院サーベイランス動向の変化

入院サーベイランスの概要
インフルエンザ入院サーベイランス （以下, 入院サー
ベイランス） は平成 23 （2011） 年 9 月より開始された。
インフルエンザによる入院患者の発生情報や重症化の
傾向を継続的に把握するために通年で実施される。対
象医療機関は基幹病院定点であり, 患
者を 300 人以上収容可能な, 内科およ
び外科を標榜する病院であり, 2 次医
療圏域ごとに 1 カ所以上指定され, 全
国では約 500 医療機関が指定されてい
る。調査項目はインフルエンザによる
入院患者の性別, 年齢とともに, 入院
時の医療・検査対応として, ICU 入室, 

人工呼吸器の利用, 頭部 CT 検査, 頭部
MRI 検査, 脳波検査 （以下, 頭部 CT

検査, 頭部 MRI 検査, 脳波検査の 3 つ
を頭部 CT 検査等と総称する。頭部  CT

検査等については実施予定を含む） の
有無である。届出は入院時 1 回のみ, 

週ごとの報告で, 人工呼吸器利用の有
無は主に肺炎の傾向把握, 頭部 CT 検
査等の有無は急性脳症の傾向把握など

の重症化把握を目的としている。毎年の傾向を把握す
ることで, 季節性インフルエンザにおけるベースライ
ンの情報を把握することができる。
方　法
季節性インフルエンザによる入院や重症の状況につ
いて, 入院サーベイランスで報告されたインフルエン
ザによる入院例を示した。また, 入院の傾向を把握す
るため, 入院サーベイランス報告週別の入院総数を, 

年齢群別・報告週別の入院総数, ICU 入室あり, 人工
呼吸器利用あり, 頭部 CT 検査等のいずれかがある報
告数でまとめた。年齢群は 0 ～14 歳, 15～59 歳, 60 歳
以上の 3 群とした。
結　果
2011/12, 2012/13, 2013/14シーズンの入院サーベイ
ランス報告数は, それぞれ 11,427 例, 10,373 例, 9,905

例であり, ピークは第 6 週, 第 5 週, 第 5 週であった
が, 2013/14 シーズンにおいてはピーク週の報告数は
前シーズンの 4 分の 3 程度であった （図 1 上）。年齢群
別の傾向について （図 1 下）, 2013/14 シーズンの入院
総数に占める各年齢群の数と割合は, 0 ～14 歳 （4,590 

例, 46.3％）, 15～59 歳 （1,294 例, 13.1％）, 60 歳以上 

（4,021 例, 40.6％）, となり, 前 2012/13 シーズンと比較
して, 0 ～14 歳では＋14.6％, 15～59 歳では＋1.9％, 60

歳以上では－16.5％となり, 入院患者に占める若年者
の入院割合の増加が認められた。
全体の重症度の傾向として, ICU 入室数はシーズン
ごとに変動が大きいものの （294 例, 322 例, 396例）, 
割合として 60 歳以上の群は 56.1％, 72.7％, 56.3％と
過半数を占めた。各シーズンの人工呼吸器利用におい
ては 60 歳以上の割合が 58.9％, 72.2％, 53.7％と高く, 

「頭部 CT 検査等いずれかあり」 においては 0～14 歳の
割合が 62.9％, 46.1％, 50.0％と高かったことと対照的
であった （次ページ図 2 ）。
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2013/14 シーズンの人工呼吸器利用報
告数に注目すると, 0 ～14 歳と15～59 歳
は, 2014年 1 ～13 週頃にのみ多く報告さ
れていたことに対して, 60歳以上におけ
る報告は流行期間のほぼ全期間 （2014 年
1 ～18 週頃） にわたっていた （図 2 ）。こ
の傾向は ICU 入室ありの者と同様であっ
た。
考察とまとめ
病原体サーベイランスによると, 2011/ 

12, 2012/13 シーズンは AH3 亜型が主流
であったのに対し, 2013/14 シーズンは
前半に AH1pdm09 の流行が検出された。
また, B 型は例年のシーズンよりも早く
から （年明け頃から） A 型とともに流行
した1）。そのため, 入院サーベイランス
における動向が 2013/14 シーズンは他の
シーズンとは異なった可能性が考えられ
る。60 歳以上の入院総数が減少し, また, 

流行期間の前半に 0 ～14 歳, 15～59 歳の, 

入院サーベイランスにおける 「ICU 入室」 
や 「人工呼吸器利用あり」 の割合が増加傾向を認めた
ことが特徴であり, 3 シーズンぶりの AH1pdm09 流行
との関連が考えられる。その一方で, AH1pdm09 が流
行した 2009 年には小児・若年層におけるインフルエン
ザ脳症の報告が増加したが 2）, 同じくAH1pdm09 流行
が前半に顕著であった2013/14 シーズンでは, 入院サー
ベイランスにおいては急性脳症増加の傾向を示唆する
と考えられる 「頭部 CT 検査等いずれかあり」 の 0 ～
14 歳の動向にシーズン全体で明らかな変化を認めな
かった。この疫学的な特徴について, さらに分析が必
要である。
以上, 入院サーベイランスの結果から, 過去 3 シー
ズンの年齢群を中心とした動向変化のパターンが示さ
れた。2013/14 シーズンにおいては, 前・前々シーズン
との流行ウイルス株の違いから, 入院患者の年齢群な
どに変化をもたらした可能性が示唆された。しかし, 本
サーベイランスでは入院患者の病原体情報は報告され
る仕組みとなっていないため, ウイルス型別を加味した重
症化傾向が把握できない。今後の検討が必要である。
謝辞 :医療機関, 自治体等入院サーベイランス報告

に従事されている関係者に感謝致します。
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＜特集関連情報＞
2013/14 シーズンにおけるインフルエンザウイルス
の流行－沖縄県

沖縄県では, 近年, 一年を通してインフルエンザ患
者の発生が報告されている （IASR 33: 242, 2012）。2013 

/14 シーズンは, 冬季 （ 1 ～ 3 月） に警報レベルの流行
が長期間継続し, 過去 10 シーズンで初めて AH1pdm09, 

AH3 亜型, B 型ビクトリア系統および山形系統の 4 種
類のインフルエンザウイルスによる混合流行が認めら
れたことから, その概要を報告する。
患者発生状況
今シーズンの本県におけるインフルエンザ流行は, 

2014 年第 3 週 （1/13～1/19） に定点当たり患者報告数
36.74 人と警報レベルに達し, 第 5 週 （1/27～2/2） には
定点当たり 68.98 人でピークとなった。その後, 第14 週 

（3/31～4/6） まで 12 週にわたって警報レベルが継続し
た （次ページ図 1 ）。過去 10 シーズンにおいてピークは
3 番目に高く, 警報レベルの流行は AH1pdm09 が流
行した 2009/10 シーズンの次に長期間継続した。その
後, 全国では第 20 週 （5/12～5/18） に定点当たり1.0 人
を下回り, 第 32 週 （8/4～8/10） 現在まで定点当たり
0.02～0.83 人の範囲で推移したのに対し, 本県では第
20～32週にかけて定点当たり0.72～8.05 人と, 全国よ
りも高い範囲で推移した （次ページ図 1 ）。年齢階級別
の患者報告数では, シーズン開始当初 （ 9 ～12月）, 1 ～
4 歳, 5 ～ 9 歳, 10～14 歳および 20～30 代がそれぞれ全
体の12～15％とほぼ同じ割合を占め, 幅広い世代で流
行がみられた （次ページ図 2 ）。冬季 （ 1 ～ 3 月） は, 1
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～ 4 歳と 5 ～ 9 歳が最も多く, それぞれ全体の 19％を占
め, その後 4 ～ 8 月は, 5 ～ 9 歳が最も多く全体の 24％, 

次に 10～14 歳が多く全体の 21％を占めており, 時期に
よって流行の中心となる年齢群が異なっていた （図 2 ）。
一方, 全国ではいずれの時期においても 5 ～ 9 歳が突
出して多く, 続いて 1 ～ 4 歳と10～14 歳が多かった。
病原体検出状況
患者から採取された咽頭ぬぐい液を検査材料とし,

リアルタイム PCR 法によるインフルエンザウイルス
の遺伝子検出および MDCK 細胞によるウイルス分離
を実施した。
シーズン開始当初 （ 9 ～12月） は AH3 亜型が 18 例, B

型山形系統が 3 例検出され, AH3 亜型が主流であっ
たが, 冬季流行時 （ 1 ～ 3 月） には AH3 亜型が 33 例, 

AH1pdm09 が 30 例, B 型ビクトリア系統が 5 例, B 型
山形系統が 4 例検出され, 混合流行が認められた 

（図 1 ）。しかし, その後 4 ～ 8 月には AH3 亜型が 1 例, 

AH1pdm09が 1 例, B 型山形系統が 16 例検出され, B

型山形系統が主流となった（図 1 ）。今シーズンのビク
トリア系統と山形系統の検出割合は 1 : 4 であった。
抗インフルエンザ薬耐性株サーベイランスにおいて
は, 今シーズン検出された 30 例の AH1pdm09 につい
て H275Y オセルタミビル耐性マーカーの有無を検索
したところ, すべての株が感受性を示した。
まとめ
今シーズンは, AH1pdm09, AH3 亜型, B 型ビクト

リア系統および山形系
統の 4 種類のインフル
エンザウイルスが検出
され, 警報レベルの流
行が 12 週間継続した
ことが特徴であった 

（図 1 ）。本県では過去
10シーズンにおいて, 

AH1pdm09 （2009 年以
前は AH1 亜型）, AH3

亜型, B 型単一系統の
3 種類のインフルエン
ザウイルスによる混合
流行の報告はあるが

（IASR 29: 309-310, 2008 ＆ 32: 169-170, 2011）, 4 種類
の混合流行は今シーズンが初めてである。冬季に 4 種
類のインフルエンザウイルスが入れ替わり流行したこ
とが, 警報レベルの流行を長期化させた要因のひとつ
と考えられた。
また, 2010/11シーズン以前, B 型は冬季流行後の春
先から夏にかけて検出されることが多かったが （IASR 

27: 304-305, 2006; 28: 322-323, 2007; 31: 297, 2010; 

32: 169-170, 2011）, 近年は冬季流行時にも検出されて
おり （IASR 33: 242, 2012）, 今シーズンも同様の特徴
を示した （図 1 ）。
このように, 近年は一年を通して複数のインフルエ
ンザウイルスが同時に流行する傾向にあり, また, 時
期により流行の中心となる患者の年齢群も様々である
ことから （図 2 ）, 年間を通してウイルス検出状況およ
び患者発生状況の変遷に注視することが重要である。
さらに, 今シーズンは 2010/11 シーズン以来 3 シー
ズンぶりに AH1pdm09 による流行が認められた。本
県では, 検出された AH1pdm09 について, H275Y オ
セルタミビル耐性株は検出されなかった。しかし, 全
国では 8 月11日時点でノイラミニダーゼ （NA） 阻害剤
耐性 A（H1N1）pdm09 ウイルスの検出率が 4.2％と過
去 5 シーズンで最も高く （http://www.nih.go.jp/niid/ 

ja/inf lu-resist.html）, さらに H275Y 耐性変異に加え
I223R 耐性変異をもつ NA 阻害剤耐性 A（H1N1）pdm09

ウイルスが検出されていることから （IASR 35: 176-

177, 2014）, 今後も引き続きウイルスの発生動向とと
もに, 抗インフルエンザ薬耐性ウイルスの検出状況に
も注視する必要がある。
　沖縄県衛生環境研究所
　　久場由真仁　喜屋武向子　髙良武俊　新垣絵理
　　加藤峰史　岡野　祥　久高　潤
　沖縄県感染症情報センター　新垣あや子
　沖縄県保健医療部健康長寿課
　　平良勝也　大野　惇

図1. 沖縄県における2013/14シーズンのインフルエンザ検出状況

図2. 沖縄県における2013/14シーズンのインフルエンザ患者年齢階級別発生割合
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＜特集関連情報＞
2012/13 シーズンのインフルエンザ予防接種状況お
よび 2013/14 シーズン前のインフルエンザ抗体保有状
況－2013年度感染症流行予測調査より

はじめに
感染症流行予測調査事業は厚生労働省健康局結核感
染症課を実施主体とする事業として実施されてきた
が, 感受性調査 （血清疫学調査） に関しては 2013 年 4 月
から予防接種法に基づく調査となった。毎年, この調
査は全国の都道府県と国立感染症研究所が協力して実
施しており, そのうちのインフルエンザ感受性調査は, 

インフルエンザの本格的な流行が始まる前にインフル
エンザに対する国民の抗体保有状況を把握し, 抗体保
有率が低い年齢層に対するワクチン接種の検討等の注
意喚起, ならびに今後のインフルエンザ対策における
資料とすることを目的として実施している。
対象と方法
2013 年度の感受性調査は, 北海道, 山形県, 福島県, 

茨城県, 栃木県, 群馬県, 千葉県, 東京都, 神奈川県, 

新潟県, 富山県, 石川県, 福井県, 山梨県, 長野県, 静
岡県, 愛知県, 三重県, 京都府, 山口県, 愛媛県, 高知
県, 佐賀県, 熊本県, 宮崎県の 25 都道府県から各 198名, 

合計 4,950 名を対象として実施された （予防接種歴調査
は上記都道府県に加え, 宮城県, 香川県, 福岡県でも
実施された）。インフルエンザに対する抗体価の測定
は, 対象者から採取された血清を用い, 調査を実施し

た都道府県衛生研究所において赤血球凝集抑制試験 

（HI 法） により行われた。採血時期は原則として 2013

年 7 ～ 9 月 （インフルエンザの流行シーズン前かつワ
クチン接種前） とした。また, HI 法に用いたインフル
エンザウイルス （調査株） は以下の 4 つであり, このう
ち （ 1 ）～（ 3 ） は 2013/14 シーズンにおけるインフルエ
ンザのワクチン株として選ばれたウイルス, （ 4 ） は
2013/14 シーズンのワクチン株とは異なる系統の B 型
インフルエンザウイルスであるが, 2009/10～2011/12

シーズンにおける B 型のワクチン株として選ばれたウ
イルスである。
（ 1 ） A/カリフォルニア/7/2009［A（H1N1）pdm09亜

型］
（ 2 ） A/テキサス/50/2012［A（H3N2）亜型］
（ 3 ） B/マサチュセッツ/2/2012［B 型（山形系統）］
（ 4 ） B/ブリスベン/60/2008［B 型（ビクトリア系統）］
結　果
 1 ） 2012/13シーズンにおけるインフルエンザ予防
接種状況

2013 年度の調査において2012/13 シーズン （前シー
ズン） の予防接種状況について調査が行われ, 7,743 名
の結果が得られた。図 1 には 1 回接種者, 2 回接種者, 

回数不明接種者, 未接種者, 接種歴不明者の割合を年
齢あるいは年齢群別に示した （上段 : 接種歴不明者を
含む, 下段 : 接種歴不明者を含まない）。接種歴が不明
であった者はすべての年齢層で 1 ～ 2 割程度存在し, 

これら接種歴不明者を除いた 6,751 名についてみると, 

図1. 2012/13シーズンにおける年齢別インフルエンザ予防接種状況
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1 回以上の接種歴を有していたのは全体で 55％ （ 1 回
接種者 : 31％, 2 回接種者 : 14％, 回数不明接種者 : 

10％） であった。年齢あるいは年齢群別でみると, 0 歳
はほとんどが未接種者であり, 1 歳で 1 回以上の接種
歴があった者は約 3 割程度であったが, 2 歳以降は多
くの年齢層で半数以上に 1 回以上の接種歴があった。
とくに 2 ～ 9 歳では約 7 割, 70 歳以上群では約 8 割の
者に 1 回以上の接種歴があった。また, 日本では 13 歳
未満に 2 回の接種が推奨されているが, 1 ～12 歳の 2

回接種者の割合は他の年齢層と比較して高く, 接種回
数が明らかな者 （ 1 回および 2 回接種者） の中では 69

～90％が 2 回接種者であった （他の年齢層 : 2～54％）。
 2 ） 2013/14 シーズン前のインフルエンザ抗体保有
状況

2013 年度は合計で 6,571 名の対象者について結果が
報告された。対象者の年齢群別内訳は, 0 ～ 4 歳群 : 

815 名, 5 ～ 9 歳群 : 514名, 10～14歳群 : 560名, 15～19

歳群 : 550 名, 20～24 歳群 : 485名, 25～29歳群 : 545名, 

30～34 歳群 : 484 名, 35～39 歳群 : 503 名, 40～44 歳群 : 

472 名, 45～49 歳群 : 404 名, 50～54 歳群 : 426 名, 55～
59 歳群 : 346名, 60～64 歳群 : 292 名, 65～69 歳群 : 110

名, 70 歳以上群 : 65 名であった。図 2 には調査株別の
年齢群別インフルエンザ抗体保有状況を示した。なお, 

本稿における抗体保有率とは, 感染リスクを 50％に抑
える目安と考えられている HI 抗体価 1 : 40 以上の抗体
保有率とした。

A（H1N1）pdm09 亜型 : A/カリフォルニア/7/2009

に対する抗体保有率を年齢群別にみると, 0 ～ 4 歳群
および 50 代後半以上の各年齢群では概ね 20～30％で
あり, 中でも 0 ～ 4 歳群および 60～64 歳群は前後の年
齢群と比較して抗体保有率が低かった。また, 30 代～
50 代前半の各年齢群では概ね 40％程度であったのに
対し, 5 ～29 歳の各年齢群では 50％以上の抗体保有率
を示した。とくに 10 代と20 代前半の年齢群では 70％
以上の抗体保有率であり, 15～19 歳群で最も高かった。

A（H3N2）亜型 : A/テキサス/50/2012 についてみる
と, 5 ～24 歳の各年齢群の抗体保有率が他の年齢群と
比較して高い傾向や, 0 ～ 4 歳群および 60～64 歳群の
抗体保有率が低い傾向は, A（H1N1）pdm09 亜型と同
様であったが, 抗体保有率のピークは A（H1N1）pdm09

亜型より年少側の 10～14 歳群であった。また, 35～39

歳群および 65 歳以上の各年齢群でも50％以上の抗体保
有率を示し, 年齢群間の差は A（H1N1）pdm09 亜型ほ
ど顕著ではなかった。
一方, B 型についてみると, 山形系統 : B/マサチュ

セッツ/2/2012 では 20～24 歳群をピークに 15～29 歳の
各年齢群で 50％以上の抗体保有率であった。しかし, 

それ以外の年齢群では, 10～14 歳群および 30～50 代前
半の各年齢群で概ね 40％程度, 5 ～ 9 歳群および 50 代
後半以上の各年齢群で概ね 20～30％であり, 0 ～ 4 歳
群では約 10％と低い抗体保有率であった。
ビクトリア系統 : B/ブリスベン/60/2008 に対する

抗体保有率についてみると, 0 ～ 4 歳群および 60～64

歳群では他の年齢群と比較して低い傾向がみられた

図2. 2013/14シーズン前の年齢群別インフルエンザ抗体保有状況

病原微生物検出情報 Vol. 35 No.11 （2014. 11） （265）15



が, 抗体保有率が最も高かった
のは 35～39 歳群であり, 他の調
査株と異なる傾向がみられた。

 3 ） インフルエンザ抗体保有
状況の年度別比較
過去 5 年度分のインフルエン
ザ抗体保有状況について図 3 に
示した。

A（H1N1）pdm09 亜型は 2009

年度から 5 年続けて同じ調査株
が用いられ, 2009 年度はほとん
どの年齢群で 20％未満 （多くは
10％未満） の抗体保有率であっ
たが, 2010 年度はすべての年齢
群で上昇 （ 9 ～62ポイント） し, 

とくに 5 ～24 歳の各年齢群では
40 ポイント以上の上昇がみら
れた。さらに 2011 年度もすべて
の年齢群で上昇 （ 4 ～21ポイン
ト） がみられ, 2012 年度以降は
多くの年齢群で 2011 年度とほ
ぼ同等の抗体保有率であった。

A（H3N2） 亜型については, 5

年で 4 つの調査株が用いられて
いることから一概に比較するこ
とはできないが, 前年度と同じ
調査株であった 2011 年度は, す
べての年齢群で前年度よりも抗体保有率が上昇 （ 3 ～
18 ポイント） していた。一方, 2013 年度は前年度から
調査株が変更となったにもかかわらず, ほとんどの年
齢群で前年度より抗体保有率の上昇 （ 2 ～24ポイント） 
がみられた。

B 型の山形系統は 2009～2010 年度, 2011～2012 年度
でそれぞれ同じ調査株が用いられたが, 前者において
は 2009 年度より2010 年度の抗体保有率がすべての年齢
群で低下 （－11～－36ポイント） し, 後者においては
ほとんどの年齢群で 2011 年度より2012 年度の抗体保
有率が上昇 （ 3 ～28ポイント） していた。また, 2013 年
度の調査株は前年度から変更されたが, すべての年齢
群で抗体保有率の上昇 （ 1 ～19ポイント） がみられた。
ビクトリア系統については, 2009～2013 年度の調査

株は同じであり, 2010～2011 年度は多くの年齢群で前
年度と比較して抗体保有率が上昇 （2010年度 : 1～12

ポイント, 2011年度 : 3～29ポイント） し, 2012 年度は
約半数の年齢群で抗体保有率の上昇 （ 2 ～13 ポイント） 
がみられた。しかし, 2013 年度はほとんどの年齢群で
前年度より抗体保有率が低下 （－3～－15 ポイント） 
していた。
考　察
インフルエンザの抗体保有率上昇に影響を及ぼす要

因として, まずワクチン接種があげられるが, 前シー
ズンに受けたワクチン （主に前年 10～12月に接種） の
効果は当該年度の調査結果 （主に 7 ～ 9 月に採血した
血清を使用） からはみられない可能性がある。ま
た, 調査以前のシーズンにおけるインフルエンザウイ
ルスの流行状況も重要な要因の 1 つであり, とくに学
校等の集団生活においてインフルエンザウイルスに曝
露される頻度が高いと考えられる年齢層 （ 5 ～24 歳） 
では, その影響は大きいと推察される。一方, 抗体保
有率が低下する要因としては, 近年, その型の流行が
ほとんどみられていないことや, ワクチン株の変更に
ともなう調査株の変更により, 以前の流行株に対する
抗体との反応性が低くなったことが考えられる。

A（H1N1）pdm09 亜型に対する抗体保有率は 2010 年
度および 2011 年度の調査においてそれぞれ前年度よ
り上昇し, とくに 5 ～24 歳の各年齢群で他の年齢群と
比較して高い傾向がみられた。両年度にみられた傾向
は, 2009/10シーズンおよび 2010/11シーズンにおける
同亜型 （A/カリフォルニア/7/2009 類似株） の流行に
よる影響が考えられた。しかし, 同亜型の流行がほと
んどみられなかった 2011/12シーズンおよび 2012/13

シーズン後に実施された2012 年度および 2013 年度の
調査においても, 多くの年齢群で 2011 年度と同程度の

図3. 年齢群別インフルエンザ抗体保有状況(HI抗体価1:40以上)の年度別比較
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抗体保有率であった。これは, 以前の感染あるいはワ
クチン接種により獲得した免疫が, 同じワクチン株が
連続して用いられたことで増強され, 抗体保有が持続
していた可能性が考えられた。

A（H3N2） 亜型についてみると, 2011/12～2012/13

シーズンにおける同亜型の流行は A/ビクトリア/361/ 

2011 類似株が主流であり, 2012 年度の調査では同ウイ
ルス株が用いられたにもかかわらず前年度から抗体保
有率の上昇がみられなかった。一方, ワクチン株の変
更により調査株が A/テキサス/50/2012 に変更された
2013 年度の調査では, ほとんどの年齢群で前年度より
抗体保有率が上昇していた。これは, 卵馴化によるワ
クチン株 （調査株） の抗原変異の影響と考えられ, すな
わち, 両シーズンの流行株 （A/ビクトリア/361/2011

類似株） に対する抗体との反応性が 2012 年度の調査株
と比較して 2013 年度の調査株は高いことが原因とし
て考えられた。

B 型の山形系統においては, 連続して同じ株が用い
られた調査のうち2009 年度から2010 年度の抗体保有
率の低下は 2009/10 シーズンに同系統の流行がほとん
どなかったことが原因と考えられた。一方, 2011 年度
から2012 年度の抗体保有率の上昇は 2011/12 シーズン
にみられた同系統 （B/ウィスコンシン/1/2010 類似株） 
の流行の影響が考えられた。また, 2013 年度も前年度
と比較して抗体保有率の上昇がみられたが, これは
2012/13 シーズンにおける同系統の流行 （遺伝子系統
樹解析により B/マサチュセッツ/2/2012 に類似） が影
響したと考えられた。

B 型のビクトリア系統については, 2010/11～2011/ 

12 シーズンにおける同系統 （B/ブリスベン/60/2008

類似株） の流行ならびに 2009/10～2011/12 シーズンに
同じワクチン株が連続して用いられたことが 2010～
2012 年度の抗体保有率の上昇に影響したと考えられ
た。一方, 2012/13 シーズンは同系統の流行規模が小さ
く, また, 同シーズンにおける B 型のワクチン株は山
形系統であったことが, 2013 年度の抗体保有率の低下
に影響したと考えられた。
おわりに
今シーズン （2014/15シーズン） は A（H3N2） 亜型の
ワクチン株が変更され, A（H1N1）pdm09 亜型 : A/カ
リフォルニア/7/2009（X-179A）, A（H3N2） 亜型 : A/

ニューヨーク/39/2012（X-233A）, B 型（山形系統） : B/

マサチュセッツ/2/2012（BX-51B） がワクチン株とし
て選定され, 2014 年 10月から接種が行われている。

2014 年度の調査では, 上記 3 株に B 型 （ビクトリア
系統） : B/ブリスベン/60/2008 を加えた 4 つの調査株に
対する抗体価測定が実施されており, 速報結果は 2014

年11月中旬頃に Web 上 （http://www.nih.go.jp/niid/ 

ja/y-sokuhou/668-yosoku-rapid.html） で掲載する
予定である。調査の結果, 抗体保有率が低い年齢層に

おいてはワクチン接種等の早めの予防対策が望まれる。
最後に, 本調査にご協力頂いた都道府県ならびに都
道府県衛生研究所をはじめ, 保健所, 医療機関等, 関
係機関の皆様に深謝申し上げます。
　　国立感染症研究所感染症疫学センター
　　　佐藤　弘　多屋馨子　大石和徳
　　同 インフルエンザウイルス研究センター
　　　中村一哉　渡邉真司　小田切孝人
　　2013 年度インフルエンザ感受性調査・
　　予防接種歴調査実施都道府県
　　　北海道, 宮城県, 山形県, 福島県, 茨城県, 

　　　栃木県, 群馬県, 千葉県, 東京都, 神奈川県, 

　　　新潟県, 富山県, 石川県, 福井県, 山梨県, 

　　　長野県, 静岡県, 愛知県, 三重県, 京都府, 

　　　山口県, 香川県, 愛媛県, 高知県, 福岡県, 

　　　佐賀県, 熊本県, 宮崎県

＜特集関連情報＞
平成 26 年度 （2014/15シーズン） インフルエンザワ
クチン株の選定経過

 1 .  ワクチン株決定の手続き＊

わが国におけるインフルエンザワクチン製造株の決
定過程は, 厚生労働省 （厚労省） 健康局の依頼に応じ
て国立感染症研究所 （感染研） で開催される 『インフ
ルエンザワクチン株選定のための検討会議』 で検討さ
れ, これに基づいて厚労省が決定・通達している。
感染研では, 全国 77カ所の地方衛生研究所と感染研, 

厚労省結核感染症課を結ぶ感染症発生動向調査事業に
より得られた国内の流行状況, および約 8,158 株に及
ぶ国内分離ウイルスについての抗原性や遺伝子解析の
成績, 感染症流行予測事業による住民の抗体保有状況
調査の成績, さらに周辺諸国から送付されたウイルス
株に対する解析結果および WHO 世界インフルエンザ
監視対応システムを介した世界各地の情報などに基づ
いて, 次年度シーズンの流行予測を行い, これに対す
るいくつかのワクチン候補株を選択した。さらにこれ
らについて, 発育鶏卵での増殖効率, 抗原的安定性, 

免疫原性, エーテル処理効果などのワクチン製造株と
しての適格性を検討した。2 月上旬～ 3 月下旬にかけ
て, 3 回にわたり所内外のインフルエンザ専門家を中
心とする上記検討会議で, 上述の成績, および最新の
流行株の成績を検討して, 次シーズンの流行予測を
行った。さらに WHO により 2 月20日に出された北半
球次シーズンに対するワクチン推奨株とその選定過程, 

その他の外国における諸情報を総合的に検討して, 3

月18日に次シーズンのワクチン株を選定した。感染研
はこれを厚労省健康局長に報告し, それに基づいて決
定通知が 5 月14日に公布された （IASR 35: 157, 2014）。
本稿に記載したウイルス株分析情報は, ワクチン株
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が選定された 2014 年 3 月時点での集計成績に基づいて
おり, それ以後の最新の分析情報を含むシーズン全期
間 （2013 年 9 月～2014 年 8 月） での成績は, 本号 4 ペー
ジを参照されたい。

 2 .  ワクチン株＊

WHO は世界 140カ所の WHO 国内インフルエンザセ
ンターから収集した流行株の抗原性解析, 遺伝子解析
およびワクチン接種後の血清抗体との交 反応性など
を総合的に評価し, 今冬 （2014/15 シーズン） の北半球
用ワクチン株は, 前シーズンの株から A/H3N2 を変
更した 3 価ワクチンを推奨した。わが国も WHO の解
析成績, 国内分離株の成績および厚労省流行予測事業
によるインフルエンザウイルス抗体保有調査の成績な
どを総合的に評価して, WHO 推奨株を参考にして以
下の 3 株からなる 3 価ワクチンとすることが妥当であ
ると結論づけた。
ワクチン株
A/カリフォルニア/7/2009（X-179A）（H1N1）pdm09

A/ニューヨーク/39/2012（X-233A）（H3N2）
B/マサチュセッツ/2/2012（BX-51B）（山形系統）
（＊項目 1 および 2 は, IASR 34: 336-337, 2013 に掲載
した特集関連情報を 2013/14 シーズン用に更新した。）

 3 .  ワクチン株選定理由
3-1. A/カリフォルニア/7/2009（X-179A）（H1N1）

pdm09

海外においてもわが国と同様に, 今シーズンは A

（H1N1）pdm09 ウイルスによる流行が大きく, 世界的
には A 型ウイルスの 71％が本亜型のウイルスであった。
とくに, 流行が大きかった地域は, 米国, 欧州の一部, 

および中国北部であった。流行が小さかった地域も含
めて世界中で分離された A（H1N1）pdm09 ウイルスの
ほとんどは, ワクチン株 A/カリフォルニア/7/2009 類
似株で, 2009 年以来抗原性がほとんど変化していな
い。遺伝的には, 8 つのグループに分かれているが, 今
シーズンの流行株の多くは, グループ 6B と6C に分類
され, これらの間では抗原的な違いはみられなかった。
さらに, A/カリフォルニア/7/2009 ワクチン接種後の
ヒト血清は, 最近の流行株とよく反応することから, 

依然 A/カリフォルニア/7/2009 によるワクチン効果が
期待できた。このことから, WHO は, 2014/ 15 シーズン
北半球向けワクチン株として A/カリフォルニア/7/ 

2009 類似株を引き続き推奨した。
わが国では, 2,000 株あまりが分離され, 解析した分

離株のうち 94％は A/カリフォルニア/7/2009 類似株で, 

抗原変異株は散発的に検出されたのみであった。
札幌市周辺で流行したオセルタミビルおよびペラミ

ビル耐性株には抗原性の違いは無く, A/カリフォルニ
ア/7/2009 ワクチンの効果が同様に期待できる。
一方, ワクチン製造用としては, A/カリフォルニア

/7/2009 の高増殖株 X-179A が, 製造効率が良好で, 4

シーズン続けて使用され, 有効な血清抗体応答を誘導
できた実績がある。
以上のことから, 2014/15シーズンの A（H1N1）pdm09

ワクチン株として, A/カリフォルニア/7/2009（X-179A）
株を選定した。

3-2. A/ニューヨーク/39/2012（X-233A）（H3N2）
A（H3N2） 亜型ウイルスは豪州で流行が大きかった
が, 他の地域では B 型ウイルスと同程度に全体の 20～
30％であった国が多い。わが国でも本亜型ウイルスの
流行は上記のように中程度であった。HA 遺伝子の進
化系統樹解析において, 今シーズンの国内外の分離株
の大半は, 2012/13 シーズンのワクチン株 A/ビクトリ
ア/361/2011 および 2013/14 シーズンのワクチン株 A/

テキサス/50/2012 が入るグループ 3 に分類され, その
中でも最近の流行株はグループ 3C. 3 に分類された。
これらのほとんどは, MDCK 細胞で分離した A/ビク
トリア/361/2011 および A/テキサス/50/2012と抗原
性が類似しており, 大半の流行株は 2012/13 シーズン
からほとんど抗原変異を起こしていなかった。
一方, A（H3N2） 亜型ウイルスについては, ヒトで
の流行ウイルスを孵化鶏卵 （以下, 卵と表記） で分離
増殖させると, HA タンパクのレセプター結合部位の
構造に, 哺乳動物型から鳥型レセプターを認識するよ
うにアミノ酸の置換が生じる。しかし, 2008/09シー
ズン頃からのウイルスについて, このアミノ酸置換に
よって, レセプター結合部位の周辺にある抗原サイト
B 領域またはその近傍の構造にも大きな影響が生じる
ようになってきている。その結果, 卵で分離増殖させ
たウイルスの抗原性が, MDCK 細胞 （哺乳動物型レセ
プターを持つ） で分離した流行株に比べて, 著しく異
なる傾向を示す。
このため, 卵分離のワクチン株に対して作製したフェ
レット感染抗血清は, MDCK 細胞で分離した流行株と
の反応性が大きく低下することとなった （「平成 24, 25

年度ワクチン株選定経過」, IASR 33: 297-300, 2012 ＆
34: 336-339, 2013 参照）。さらに, 卵分離ウイルスから
ワクチン製造用に開発された卵高増殖株の抗原性がさ
らに変化するので, ワクチン製造株に対する抗血清に
ついては, 流行株との反応性がさらに大きく低下する。
2012/13 シーズンのワクチン製造株 A/ビクトリア/361/ 

2011 （IVR-165） ではこの傾向が強く, その結果, 本ワ
クチンで誘導されるヒト血清抗体は, 細胞分離の流行
株との交 反応性が顕著に低く, ワクチンの有効性を
低下させた可能性が示唆された。
そこで, この問題を改善するために, 昨シーズンは

多数の細胞分離 A/ビクトリア/361/2011 類似株の中か
ら, 卵馴化による変化の程度が軽度なワクチン株を検索
し, 卵分離のワクチン製造株 A/テキサス/50/2012（X-

223） が選定された （「平成 25 年度ワクチン株選定経
過」, IASR 34: 336-339, 2013 参照）。
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しかし, A/テキサス/50/2012（X-223） に対して作
製したフェレット感染抗血清は, 2013/14 シーズンに
MDCK 細胞で分離された 74％の国内流行株に対して
大きく反応性が低下しており, 同様の成績は米国 CDC

からも報告された。このことから, ワクチン製造株の
A/テキサス/50/2012（X-223） への変更により, 卵馴化
による抗原性の変化については幾分軽減されたものの, 

期待したほどの著明な改善はみられなかった。
そこで, 2014/15 シーズン向けに, 卵馴化の程度の小
さい株を世界中からさらに検索した結果, 細胞分離の
A/ビクトリア/361/2011 および A/テキサス/50/2012

と抗原性が類似の卵分離 A/ニューヨーク/39/2012, 

その高増殖株 A/ニューヨーク/39/2012（X-233）, A/

ニューヨーク/39/2012（X-233A）, さらに同じく, A/

アルマティー/2958/2013 およびその高増殖株 A/アル
マティー/2958/2013（NIB-85） がワクチン候補株とし
てあがり, それらを検討することになった。
これら検討株の中で A/ニューヨーク/39/2012 卵分
離野生株, A/ニューヨーク/39/2012（X-233） および
A/ニューヨーク/39/2012（X-233A） は, それらに対す
るフェレット感染抗血清を用いた HI 試験では, 調べ
た 91％以上の細胞分離の流行株とよく反応し, 同様の
成績は米国 CDC からも示された。このことから, これ
ら 3 株は A/テキサス/50/2012（X-223） に比べて卵馴
化による抗原変異の影響は大幅に改善されていると期
待された。
国内ワクチン製造 4 社で高増殖株 A/ニューヨーク/ 

39/2012（X-233） および A/ニューヨーク/39/2012 （X- 

233A） について増殖性, 抗原性, タンパク収量など製
造効率について検討した結果, A/ニューヨーク/39/ 

2012（X-233A） は, A/テキサス/50/2012（X-223） より
製造効率は劣るものの, ワクチン製造は可能であると
の成績が得られた。
以上の解析結果から, A/ニューヨーク/39/2012（X- 

233A） は, 依然として卵馴化による抗原性の変化の影
響を受けてはいるものの, A/テキサス/50/ 2012（X-

223） ワクチン株よりはその程度が小さいことから, 

2014/15シーズン用の A（H3N2） ワクチン株として A/

ニューヨーク/39/2012（X-233A） を選定した。
3-3. B/マサチュセッツ/2/2012（BX-51B）
2013/14 シーズンの国内における B 型インフルエン
ザの流行は, 前シーズンに引き続きシーズンを通して
山形系統とビクトリア系統との混合流行で, その比率
はおよそ 7 : 3 であった。諸外国での流行状況も同様で, 

山形系統の流行が多くの国で優位であった。さらに, 

平成 25 年度の流行予測事業による国民の抗体保有状
況調査では, 山形系統ワクチン株 B/マサチュセッツ/ 

2/2012 に対する抗体保有レベルは, 15～29 歳台では
60％以上と高いレベルを示したが, 10 歳未満や 55 歳以
上ではビクトリア系統 B/ブリスベン/60/2008 に対す

る抗体保有レベルより低かった （本号 14 ページ参照）。
これらのことから, 2014/15 シーズン向けのワクチン
は引き続き, 山形系統から選定するのが妥当との判断
に至った。
山形系統の流行株は, 昨シーズンのワクチン株 B/

ウイスコンシン/1/2010 が入るグループ 3 と今シーズ
ンのワクチン株 B/マサチュセッツ/2/2012 が入るグ
ループ 2 に区別され, 国内外の流行株はグループ 3 が
主流を占めた。各グループの代表株に対するフェレッ
ト感染血清を用いた HI 試験では, これらのグループ
間での抗原性には大きな差はなかったが, 最近の流行
株は B/マサチュセッツ/2/2012 血清に比較的良く反
応する傾向が見られた。このことから, WHOは 2014/ 

15 シーズン向けのワクチン株には B/マサチュセッツ
/2/2012 類似株を引き続き推奨した。
一方, 2013/14 シーズン用の B/マサチュセッツ

/2/2012 株ワクチン（BX-51B） を接種後のヒト血清抗
体は, 2013/14 シーズンの細胞分離の流行株との反応
性が良好であることが確認された。さらに, BX-51B

は平成 25 年度のワクチン製造株としての製造実績もあ
る。
以上のことから, 2014/15 シーズンの B 型ワクチン
株として, 引き続き B/マサチュセッツ/2/2012（BX-

51B） 株を選定した。
B 型インフルエンザでは, ここ数シーズンは 2 系統

（山形系統とビクトリア系統） のウイルスが混合流行し
ており, いずれの系統が次シーズンの流行の主流をな
すか事前に予測することは極めて困難である。このた
め, 米国では両系統の B 型ワクチンを用いた 4 価ワク
チンの導入が開始されている。WHO も 4 価ワクチン
用としてビクトリア系統からは B/ブリスベン/60/2008

株を推奨している。わが国でも, 平成 27 年度から 4 価
ワクチンの導入に向けて臨床試験や生物学的製剤基準
の改訂が進められている。
　　　国立感染症研究所
　　　　インフルエンザワクチン株選定会議事務局
　　　　インフルエンザウイルス研究センター
　　　　　小田切孝人

＜特集関連情報＞
卵馴化におけるインフルエンザワクチン （製造） 株の
抗原性の変化および流行株との抗原性の一致性の評価

国内外の多くのサーベイランス実施機関では, 流行
株の分離にイヌ腎上皮細胞由来の MDCK 細胞を用い
ている。MDCK 細胞分離株はヒト由来ウイルスの抗
原性をよく反映すると考えられており, 流行株の抗原
性解析には MDCK 細胞分離株が適している。一方, イ
ンフルエンザワクチンの製造には卵分離株を用いるこ
とになっているため, ワクチンの候補に選ばれた細胞
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分離株は, 改めて元の臨床検体から卵で再分離される 

（ワクチン株）。さらに卵でのワクチンの製造効率をあ
げるために, ワクチン株は卵で複数回継代されるか, 

または, 卵高増殖母体ウイルスとワクチン株の遺伝子
再集合体 （少なくとも HAとNA はワクチン株由来） が
作製され, それらがワクチン製造に用いられる （ワク
チン製造株; X-○〇, IVR-○〇 または BX-○〇 など
の記号が株名に付記される）。近年, A（H3N2） および
B 型ワクチン株あるいはワクチン製造株は, 卵での増
殖過程で抗原部位や糖鎖付加部位にアミノ酸置換によ
る変異が生じ, ワクチン元株 （細胞分離株） から抗原性
が変化する傾向がみられている （「平成24年度 （2012/ 

13 シーズン） インフルエンザワクチン株の選定経
過」, IASR 33: 297-300, 2012 を参照）。その結果, ワク
チンの効果が減弱されている可能性が懸念されている。
このような背景を踏まえて, 2013/14 シーズンのワク
チン元株, ワクチン株あるいはワクチン製造株と流行
株との抗原性について評価した。

A（H1N1）pdm09 ワクチン
2013/14 シーズンのワクチン株には A/California/7/ 

2009 が選定され, 製造株としては A/California/7/ 

2009（X-179A）（H1N1）pdm09 （ワクチン製造株） が採
用された。今シーズンに解析したほとんどの流行株は
ワクチン株およびワクチン製造株 X-179Aと抗原性が
類似していた （表 1 ）。
すなわち A（H1N1）pdm09 ワクチンについては, ワ

クチン製造株 A/California/7/2009（X-179A）（H1N1）
pdm09 は, 患者から培養細胞で分離された流行株の
抗原性を保持している。A（H1N1）pdm09 ウイルスは
2009 年にパンデミックインフルエンザとして出現して
以来, 同じ抗原性を維持しながら 5 年後の現在まで依
然として流行の主流を占めており, ワクチンの有効性
に影響を与えるような抗原変異を起こしていない。

A（H3N2） ワクチン
2012/13 シーズンに採択されたワクチン株 A/

Victoria/361/2011 の元株 （細胞分離株） は, そのシー
ズンの流行株と抗原性がよく一致していた （表 2 ）。

しかし, ワクチン製造株である A/Victoria/361/2011 

（IVR-165） は, 調べたすべての流行株と抗原性が大き
く変化しており （表 3 ）, 流行株とワクチン製造株の間
に大きな抗原性の乖離が見られた。このため, ワクチ
ン効果の低下が指摘された。そこで, 2013 年 2 月に
WHO は 2013/14 シーズンの北半球向けのワクチン株
として, 培養細胞分離の A/Victoria/361/2011と抗原
性が類似した卵分離株 A/Texas/50/2012 をワクチン
株に推奨し, これを受けてわが国ではワクチン製造株
に, A/Texas/50/2012（X-223） を採用した。当該シー
ズンに解析したすべての流行株の抗原性は, ワクチン
元株の A/Texas/50/2012と一致しており （表 2 ）, ワク
チン株の選定は適切であった。しかし, 卵に馴化した
ワクチン製造株 A/Texas/50/2012（X-223） に対しては, 

調べた流行株の 73.4％が製造株とは抗原性が違うこと
が示された （表 3 ）。卵馴化に伴うワクチン製造株の抗
原変異の程度は, A/Texas/50/2012（X-223） のほうが
前年の A/Victoria/361/2011（IVR-165） よりも軽減さ
れていたが, 期待したほどの改善は見られなかった 

（表 3 ）。
卵馴化に伴うワクチン株の抗原性の変化という問題
は, 従来から指摘されていた。特に, 最近の A（H3N2） 
亜型では, 卵馴化に必要な HA タンパクのレセプター
結合部位の構造変化 （アミノ酸置換） が, 抗原決定部
位の構造にも強い影響を与え, 抗原性を大きく変異さ
せている。このような変化は, ワクチンを卵で製造す
る限り避けられず, 程度の差はあれ毎年起こってい
る。現時点では, 卵に馴化しても抗原性の変化の程度
が小さいウイルスを, 世界中の多数の分離株の中から
探し出すしか対応策はない。この問題の根本的な解決
のためには, 抗原性の変化が少ないと期待される細胞
分離株を用いた細胞培養ワクチンの開発と実用化が急
務となっている。

B 型ワクチン
B 型インフルエンザウイルスには, 1990 年頃から, 

遺伝的にも抗原的にも大きく異なる 2 つの系統 （山形
系統と Victoria 系統） が区別されるようになってい

HI 8HI

HI 8HI

HI 8HI

表4. B型ウイルスのワクチン元株およびワクチン製造株と
       流行株の抗原性の一致

% % 

159 97.5 159 97.5 

 4 2.5 4 2.5 
HI 8HI

表1. ワクチン株およびワクチン製造株A/California/7/2009
       の抗原性に対する流行株の抗原性の一致性

% % 

254 99.6 241 96.9 

1 0.4 8 3.1 

表2. A(H3N2)ワクチン元株の抗原性に対する流行株の
       抗原性の一致性 

2012/13 2013/14 

A/Victoria/361/2011 A/Texas/50/2012 

% % 

213 99.1 244 100.0 

2 0.9 0 0.0 

表3. A(H3N2)ワクチン製造株の抗原性と流行株の抗原性の一致性 

41/310231/2102

A/Victoria/361/2011(IVR-165) A/Texas/50/2012 (X-223) 

% % 

0 0.0 65 26.6 
23 100.0 179 73.4 
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る。2013/14 シーズンの B 型ウイルスの流行は, 国内
外ともに両系統が混合流行しており, わが国では山形
系統と Victoria 系統の割合が 7 : 3 であった。2013/14

シーズン用のワクチン株を選定した昨年 （2013 年） 3
月時点において, 国内では山形系統が流行の主流で
あったことと, すべての年齢層の人で山形系統ウイル
スに対する血清抗体の保有率が低かったことから, B

型ワクチンとしては山形系統から選定された。
2013/14 シーズン用の B 型ワクチン株は, B/Massa-

chusetts/02/2012 が推奨され, ワクチン製造株として
は B/Massachusetts/02/2012（BX-51B） が選定され
た。2013/14 シーズンにおいては, B 型流行株の 97.5％
はワクチン元株およびワクチン製造株いずれに対して
も抗原性が一致しており, B 型ワクチンにおいては卵
馴化による抗原変異の影響はみられなかったと考えら
れる （前ページ表 4 ）。
　　国立感染症研究所
　　インフルエンザウイルス研究センター
　　　渡邉真治　中村一哉　藤崎誠一郎　白倉雅之
　　　高下恵美　岸田典子　徐　紅　佐藤　彩
　　　菅原裕美　土井輝子　伊東玲子　江島美穂
　　　三浦　舞　今井正樹　田代眞人　小田切孝人

＜特集関連記事＞
鳥インフルエンザ A（H7N9） ウイルス感染症の第 2

波について

2013 年 3 月下旬に発表された中国での鳥インフルエ
ンザ A（H7N9） ウイルスのヒトへの感染 （実際の初発
は 2013 年 2 月19日） は, これまでに 2 つの感染の波を
形成した。すなわち, 2013 年 2 月19日に初発が確認さ
れ 4 月中旬に感染報告のピークを迎えた第 1 波 （IASR 

34: 342-343, 2013） と, 10月に再び感染報告があり2014

年 2 月にそのピークを迎えた第 2 波である。
2014 年 9 月時点, 8 月の感染確定報告以降, 新しい感
染は確認されていない。初発以来, 感染確定患者総数
は 454 人 （死亡者数は171 人） である1）が, そのうち第 2

波 （2013 年 10月以降） での感染者は 318 人 （死亡者数は
127 人） に上り2）, 第 2 波での感染規模は第 1 波より大
きかった。中国国内での感染地域は, 第 1 波, 第 2 波
ともに中国東部から南部が中心であったが, 第 1 波は
2 市 8 省からの報告であったのに対し, 第 2 波では 2

市 11 省と感染者数だけでなく地域も拡大していた3）。
特に広東省では, 第 1 波では感染者は確認されなかっ
たが, 第 2 波では 100 人以上の感染が報告された3）。ま
た, 中国本土以外での感染は, 第 1 波では台湾 （ 1 例） 
のみであったが, 第 2 波では香港 （10例）, 台湾 （ 3 例）,
マレーシア （ 1 例） であった。いずれも中国本土で感
染した人がそれぞれの国・地域に渡ったことが判明し
ている3）。

第 2 波での感染者の特徴は, 第 1 波のそれとよく似
ていた。すなわち, 感染者は 5 か月齢～88 歳と幅広く
感染が確認されているが, 年齢中央値は 57 歳で中高齢
者への感染が多数を占めた。症状も若年層では比較的
軽度であったが, 中高年層では重度であることが多かっ
た。また性別は男性 218 人, 女性 100 人で男性が女性よ
りも多かった2）。
感染経路についても第 1 波, 第 2 波同様であり, 約

80％の感染者が家禽との接触や生鳥市場への訪問歴が
ある。また, 感染者から分離されたウイルスと家禽や
市場の環境から分離されたウイルスの遺伝的な類似性
から, 家禽や環境からのヒトへの感染と考えられてい
る。懸念されているヒト－ヒト感染は, 第 1 波, 第 2

波をあわせて 14 例の家族内クラスターの感染が報告さ
れているが, そのほとんどが家族内の 2 名までの感染
に留まっており, 効率のよいヒト－ヒト感染はまだ起
こっていないと思われる4）。
ウイルスの特徴としては, 2 つの大きな感染の波を
通して抗原的な変化はみられていない。しかしながら, 

多数のウイルスの遺伝子解析から, H7N9 ウイルスは
遺伝的には複数の遺伝子タイプを含むことが明らかと
なった5）。すなわち, 元々 1 ないしは 2 種類ほどの遺
伝子タイプ （クレード） の野鳥由来のインフルエンザ
ウイルスが, 家禽へ伝播しながら, 変異を獲得あるい
は様々な遺伝子タイプ （クレード） の家禽のウイルス
との遺伝子交雑を経て, ヒトに感染しやすいウイルス
が出現したと考えられる。第 2 波でヒトから分離され
たいくつかの株の遺伝子解析の結果から, 哺乳動物へ
の感染を効率よく起こすと考えられている遺伝子マー
カーは, 第 1 波で分離されたウイルスのそれらと大き
く変わっておらず, いまだ馴化の過程にあるのかもし
れない。しかしながら, 現在アジア, 中東, ヨーロッ
パ等で問題になっている H5N1 高病原性鳥インフルエ
ンザウイルスは, 2003 年以降, 約 10 年近くの年月で感
染確定数が約 650 名であるが, 本 H7N9 ウイルスは, 発
生から約 2 年ですでに感染者が 400 名を超えている。
つまり, このウイルスは H5N1 ウイルスと比べて, よ
りヒトに感染しやすいと考えられる。
また, 本ウイルスは, H5N1 高病原性鳥インフルエ
ンザウイルスと違い, 鳥類に対しては低病原性である
ため, 感染しているかどうか見た目には判断できない。
したがって野鳥を介して知らないうちにこの H7N9 ウ
イルスが日本に入ってくる可能性を否定できない。ま
た, 近況ではこの H7N9 ウイルスのヒトへの感染は収
まっているようであるが, 北半球では一般的に冬季に
インフルエンザが流行することを考えると （実際, 第
2 波は 2013/14 シーズンであった）, 今後の中国での発
生状況を注視することが重要であり, 日本国内に感染
が飛び火してくる可能性を考慮に入れておく必要があ
る。
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＜速報＞
介護老人保健施設内で発生した AH3 亜型インフル

エンザウイルスの性状, 2014 年 8 月－三重県

2014 年 8 月中旬に介護老人保健施設から管轄保健所
に施設内でのインフルエンザ集団発生の通報があり, 

当研究所でウイルス学的検査を実施した結果, AH3 亜
型インフルエンザウイルスであることが判明したの
で, その概要について報告する。

2014 年 8 月16日に介護老人保健施設 （入所者 97名, 

通所者 47 名, 職員 102 名） において当該施設の職員 1 名
がインフルエンザウイルス A 型に感染したと診断され, 

その後, 入所者および通所者計 22 名, 職員 5 名の合計
28 名が発症した。発症者のうち, 2014 年 8 月19日に 3

名の患者 （入所者 2 名, 職員 1 名） から採取された咽頭
ぬぐい液が当研究所に搬入された。これらの検体を用
いてインフルエンザウイルス遺伝子検査 （conventional 

RT-PCR 法, real-time RT-PCR 法） を実施したところ, 

3 名中 2 名 （入所者 1 名, 職員 1 名） から AH3 亜型イ
ンフルエンザウイルスが検出された。MDCK 細胞に
よるウイルス分離においても, 2 名から 2 代培養で細
胞変性が認められた。これらのウイルス培養上清液に
対して 0.75％モルモット赤血球を用いた赤血球凝集 

（HA） 試験を行ったところ, 両株とも HA 価は 16 倍を
示した。そこで国立感染症研究所より2013 年に配布さ
れた 2013/14 シーズンインフルエンザウイルス同定キッ
ト （ウサギ免疫血清） にて 0.75％モルモット赤血球を
用いた赤血球凝集抑制 （HI） 試験による同定試験を
行った。これらの 2 株は A/Texas/50/2012（H3N2） の
抗血清に対する HI 価は 640 （ホモ価 2,560） を示した。
なお, A/California/7/2009（H1N1）pdm09 の抗血清
（同 1,280）, B/Massachusetts/02/2012（山形系統） の
抗血清 （同 640）, B/Brisbane/60/2008（Victoria 系統）
の抗血清 （同 640） に対する HI 価は10 未満であった。
分離株の HA 遺伝子系統樹解析を行ったところ, 本県
で 2014 年 1 ～ 3 月に分離されたウイルスと同じアミノ

酸置換 （S45N, T48I） を有する Victoria/208 クレー
ドのサブクレード 3C に属していたが, さらに異なる
アミノ酸置換 （L3I, A128T, G142R, N144S, F159Y, 

K160T, N225D, Q311H 等） を有していた （次ページ図
参照）。
集団発生のあった当該施設では入所中の罹患者は個
室や感染部屋にて隔離対応を行った。未罹患の利用者
および職員においても, 他のフロアへの移動を制限す
るなどの感染拡大防止の措置が行われた。その他の対
応は入所, ショートステイおよび通所リハビリの受け
入れ制限を行い, 面会者にはマスク, 手指消毒が義務
付けられた。抗インフルエンザ薬の予防投与はショー
トステイを含む入所者および全職員を対象に行われ
た。2014 年 8 月27日以降, 新たな発症者は認められて
おらず, 同年 9 月 1 日に本事例は終息したものと判断
された。当該施設の迅速かつ適切な感染拡大防止対応
によって小規模な施設内流行にとどまったものと考え
られ, 初動対応の重要性が明らかとなった事例である。
インフルエンザ流行期には, 特に高齢者や乳幼児の重
症化には警戒が必要で, 感染拡大防止の徹底が重要で
あると思われた。
今回, 2013/14 シーズン終盤のインフルエンザ非流
行期に検出された AH3 亜型インフルエンザウイルス
は, 昨シーズン （2013/14 シーズン） のワクチン株 （A/ 

Texas/50/2012） とは異なるアミノ酸置換を有してお
り, 次シーズン （2014/15シーズン） の流行ウイルスと
なり得る可能性があるため, 今後のインフルエンザウ
イルスの動向および抗原性状に注視が必要である。
謝辞 :本報告を行うにあたり, 貴重なご意見をいた

だきました国立感染症研究所インフルエンザウイルス
研究センターの藤崎誠一郎先生, 小田切孝人先生にお
礼申し上げます。検体採取および情報提供にご協力い
ただいた関係機関の諸先生方および関係各位に深謝い
たします。
　三重県保健環境研究所 

　　矢野拓弥　赤地重宏　前田千恵　山寺基子
　　松野由香里　永井佑樹　楠原　一　小林章人
　　小林隆司　福田美和　奈良谷性子　中川由美子
　　高橋裕明　山内昭則　天野秀臣　西中隆道
　津保健所　原　有紀　植嶋一宗　中山　治
　独立行政法人国立病院機構三重病院　庵原俊昭

＜速報＞
2013/14シーズン後半から 2014/15 シーズン初め 

（2014年第35～36週） に分離された AH3 亜型インフル
エンザウイルス－三重県

2014/15 シーズンの三重県内のインフルエンザ定点 

（内科, 小児科） 医療機関における迅速診断キット測定
結果より, 2014 年第 36～37 週に A 型インフルエンザウ
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イルス 23 件と, B 型インフルエンザウイル
ス 1 件の検出が報告された1）。今回, 三重県
感染症発生動向調査事業において 2014 年第
35～36 週 （ 8 月第 5 週～ 9 月第 1 週） に検査
依頼のあった患者検体から分離された 2 株
の AH3 亜型インフルエンザウイルス （AH3

亜型ウイルス） の抗原性状等について報告
する。
患者情報 : 2014 年 8 月30日および 9 月 3

日に呼吸器症状を呈した患者 （ 2 名） が三
重県 A 市の医療機関を受診し, インフルエ
ンザ迅速診断キットにてインフルエンザウ
イルス A 型陽性と診断された。症例 1  は, 

A 市と隣接する県内 B 市の患者家族 （祖
母） の入所する老人施設内で 2014 年 8 月中
旬～下旬にかけて発生したインフルエンザ
集団発生との関連が推測された2）。症例 2

は症例 1 と同じ B 市の通所介護施設内にお
けるインフルエンザ集団発生事例で, 施設
職員 （父親） が感染し, その後, 家族 （患児, 

母親, 妹） においてもインフルエンザ症状
が認められた事例であった （表）。
なお, 二つの老人介護施設は直線距離で

約 6 km であったが, 管轄する保健所の聞き
取り調査では両施設の感染ルートの関連性
は明らかにならず, 疫学的リンクは不明で
あった。
インフルエンザウイルス遺伝子検査およ
び赤血球凝集抑制同定試験 :両患者から採取された臨
床検体 （咽頭ぬぐい液） を用いてインフルエンザウイ
ルス遺伝子検査 （conventional RT-PCR 法, real-time 

RT-PCR 法） を実施したところ, 両患者検体ともに AH3

亜型ウイルスが検出された。
また, MDCK 細胞を用いてウイルス分離を試みた

ところ, どちらの臨床検体からも 2 代培養で細胞変性
が認められた。これらのウイルス培養上清液に対して
0.75％モルモット赤血球を用いた赤血球凝集 （HA） 試
験を行ったところ, 両ウイルス株とも16 倍の HA 価を
示した。そこで国立感染症研究所より2013 年に配布さ
れた 2013/14 シーズンインフルエンザウイルス同定キッ
ト （ウサギ免疫血清） を用いて赤血球凝集抑制 （HI） 
試験による同定試験を行った。これらの 2 株は A/

Texas/50/2012（H3N2） の抗血清に対する HI 価は 640

（ホモ価 2,560） を示した。なお, A/California/7/2009

（H1N1）pdm09 の抗血清 （同1,280）, B/Massachusetts 

/02/2012（山形系統） の抗血清 （同640）, B/Brisbane/ 

60/2008（Victoria 系統） の抗血清 （同 640） に対する
HI 価は 10 未満であった。

HA 遺伝子系統樹解析 :分離した AH3 亜型ウイルス
株について HA 遺伝子系統樹解析を実施したところ
（図）, 2 株ともに Victoria/208 クレード内でアミノ酸
置換 （Q33R, N278K） を有するサブクレード 3C に属
していた。現在, 本クレードはサブクレード 3C. 1～3

に細分化されており, 2014/15 シーズンのワクチン株
である A/New York/39/2012（H3N2） はサブクレー
ド 3C. 3 に属している。今回分離された AH3 亜型ウイ

表. 患者情報

 A/Palau/6759/2014
 A/New Jersey/01/2014

 A/KANAGAWA/148/2014
 A/New Mexico/07/2014
 A/Louisiana/02/2014

 A/Kentucky/05/2014
 A/KITAKYUSYU/28/2014

 A/Stockholm/6/2014
 2014-160-MIE
 A/KUMAMOTO/23/2014

 A/Wisconsin/06/2014
 A/New York/05/2013
 A/EHIME/4/2014
 A/OKINAWA/4/2014

 A/WAKAYAMA-C/78/2014
 A-New York-39-2012 (2014/2015 season vaccine)

 A/WAKAYAMA-C/87/2014
 A/SYDNEY/8/2014

 A/Nevada/09/2014
 A/KANAGAWA/151/2014
 A/Poland/1702/2014
 A/SHIMANE/89/2014
 A/Massachusetts/12/2013
 2014-17-MIE

 A/SAPPORO/116/2014
 2014-118-MIE

 A/Austria/790710/2014
 A/GUNMA/39/2014

 A/Hokkaido/M1/2014
 2014-50-MIE
 2014-32-MIE

 A/NAGANO/2272/2014
 A/Boston/YGA 00091/2013

 A/FUKUSHIMA/18/2014
 A/GIFU/25/2014

 2014-37-MIE
 A/Pennsylvania/27/2014

 A/Utah/07/2014
 A/Taiwan/442/2014
 A/IWATE/48/2014
 2014-36-MIE

 2014-164-MIE
 A/Finland/410/2014
 A/YAMAGATA/171/2014

 A/Iowa/08/2014
 A/Nebraska/4/2014

 A/Colorado/09/2014
 A/SAKAI/72/2014

 A/Connecticut/03/2014
 A/SAITAMA-C/30/2014

 A/Maryland/03/2014
 A/WAKAYAMA/111/2014
 A/Delaware/3729/2014
 A-New Jersey-3794-2014
 A-Massachusetts-3791-2014

 2014-536-MIE
 2014-533-MIE

 2014-499-MIE
 2013-16-MIE

 A/Texas/50/2012 (2013/2014season vaccine)
 A/Victoria/361/2011

 A/Vietnam/NT12-471/2012
 A/MIE/31/2011

 A/Arkansas/05/2012
 A/Ghana/FS-12-758/2012

 A/Brisbane/11/2010
 A/Rhode Island/01/2010

 A/Kenya/125/2012
 A/CANBERRA/1001/2012

 A/Alaska/02/2013
 A/oita/92/2011
 A/Perth/10/2010

 A/Shizuoka/736/2009
 A/Victoria/208/2009

 A/Perth/16/2009
 A/Victoria/210/2009

 A/Alabama/03/2011
 A/Hunan-beihu/1313/2009

 A/Uruguay/716/2007

2013/14 2014/15
2014 8
2014 8
2014 9

2013/14
2014/15

5

図. HA（AH3亜型）遺伝子系統樹
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ルス株はサブクレード 3C. 2 に属しており, さらに, ア
ミノ酸置換 （L3I,  N144S,  F159Y,  K160T,  N225D, 

Q311H, D489N） を持つ集団に属していた。
今回分離された AH3 亜型ウイルスと同一のアミノ
酸置換を有した AH3 亜型ウイルスによる集団発生が, 

2014 年 8 月中旬に本県の介護老人保健施設で確認 2）さ
れている。このことから, 今回分離されたウイルスが
今シーズンの流行の主流となり得る可能性が推察され
た｡ また, AH3 亜型ウイルス流行時には, 高齢者や乳
幼児の重症化に警戒する必要があり, 特に施設内での
発生時には迅速かつ適切な初動対応が感染拡大防止に
は重要である。今シーズン初め （2014 年 9 月 8 ～11日） 
の各都道府県からのインフルエンザ様疾患発生報告 3）

によると, 早くも 7 自治体で防疫措置 （休校, 学年閉
鎖, 学級閉鎖） がとられている。本格的な流行期に向
けて本県での流行ウイルスの動向監視および抗原性状
を早期に把握し, インフルエンザ予防対策に繋げてい
きたいと考えている。
謝辞 :本報告を行うにあたり, 貴重なご意見をいた
だきました国立感染症研究所インフルエンザウイルス
研究センターの藤崎誠一郎先生, 小田切孝人先生にお
礼申し上げます。
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　三重県保健環境研究所 

　　矢野拓弥　赤地重宏　前田千恵　山寺基子
　　松野由香里　永井佑樹　小林章人　楠原　一
　　小林隆司　福田美和　中川由美子　高橋裕明
　　奈良谷性子　山内昭則　天野秀臣　西中隆道
　鈴鹿保健所　太田茂治　坂井温子
　津保健所　原　有紀　植嶋一宗　中山　治
　駒田医院　駒田幹彦
　独立行政法人国立病院機構　三重病院　庵原俊昭

＜速報＞
一般市中病院に来院した西アフリカからの帰国者に
おける熱帯熱マラリアの 1 例

2014 年 3 月以降に西アフリカ （リベリア, ギニア, シ
エラレオネ） およびコンゴ民主共和国にてエボラウイ
ルス病 （Ebola virus disease: EVD） が流行している。

9 月には米国入国後の発症例も報告され, 日本の医療
機関においても EVD への対応が現実味を帯びている。
そのような感染症は感染症指定医療機関で対応するこ
ととなるが, その患者すべてが指定医療機関を受診す
るとは限らない。しかし, 多くの感染症病床を有しな
い医療機関に所属する医療関係者は, 自らがその診療
の当事者となることは想定していないであろう。
西アフリカからの帰国者の診療においては, 頻度, 

重症化リスクの観点から, 熱帯熱マラリアを含む多く
の熱帯感染症も忘れてはならない。詳細な渡航歴から
EVD のリスクを考慮した上で, これらの熱帯感染症
の診断も適切に行われるべきである。
今回, 感染症病床を有しない市中病院に西アフリカ
からの帰国者が発熱を主訴に受診し, 熱帯熱マラリア
と診断された症例を経験した。EVD 流行地からの帰
国者に対する一般病院における対応の参考になるかと
考え, 初診から搬送までの経過を報告する。
症例は高血圧症を治療中である60 代男性であり, 出

張で約 10カ月間リベリア共和国に滞在後に帰国した。
帰国後 10日目に発熱が出現し, 検疫所から保健所に
連絡するよう説明を受けていたことを認識しておら
ず 注1）, かかりつけの医院を受診し抗菌薬が処方された
が, 改善しなかった。その後全身状態が悪化している
とのことで, 帰国後 13日目に当院時間外外来を受診し
た。この時点では帰国者の発熱という認識はされてい
なかった。
来院時は血圧 131/73 mmHg, 脈拍数 113 回/分, 体温

37.6℃, 呼吸数 40回/分, SpO2 93％ （室内気下） であ
り, 努力様呼吸であった。発熱と著明な倦怠感の他に
は嘔吐, 嘔気, 下痢, 腹痛などの消化器症状を認めな
かった。診察を担当した当直医の病歴聴取により, リ
ベリアからの帰国歴が分かったため, 感染性疾患を考
慮し一般的な個室 （独立換気） に移動し, 標準予防策
のみで対応がなされた。
その後, 血液検査, 胸部 X 線検査等を施行し, 来院
から約 3 時間経過したところで感染症内科へ引き継ぎ
となった。同時点での病歴からは熱帯熱マラリアの可
能性を最も疑ったが, 再度病歴を確認し, EVD 患者へ
の曝露歴や動物との接触歴, 森林地域への移動歴がな
いことを確認した。また, ワクチン接種は黄熱ワクチ
ンのみであること, マラリアの予防内服を行っていな
いことなどを確認した。
上記からマラリアの可能性が高いと考え, 特別な感
染対策は行わずに標準予防策のみでの診察, 検査を継
続した。当初検査室より血液塗抹標本のギムザ染色 

（pH 6.6） でのマラリア原虫ははっきりしないとの報告
があり, 検査キットや治療薬のある地域拠点病院へ転
院での精査・加療の依頼をした。本症例は軽度頭痛・
血小板減少・軽度黄疸・肝酵素上昇・肝脾腫は認めら
れたものの貧血はなく意識レベルは保たれており, マ
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＜速報＞
平成 25 年度感染症流行予測調査事業ポリオ環境水
調査期間中 （2013 年 4 ～12月） に検出されたエンテロ
ウイルスについて

わが国は平成 25 （2013） 年度感染症流行予測調査事
業感染源調査にてポリオ環境水サーベイランスを開始
した。ポリオウイルス感染のほとんどは不顕性である
ため, ウイルスがヒト集団中に侵入した場合, 効率よ
く探知する必要性がある。本調査は経口生ポリオワク
チン （OPV） に代わり, 平成 24 （2012） 年 9 月以降, 定
期接種を開始した不活化ポリオワクチン導入に合わせ, 

今後想定される輸入ポリオウイルス監視のために開始
した。
環境水サーベイランスは, 流入下水を材料とするた
め, ヒト集団に循環する腸管系ウイルスを, 顕性, 不
顕性にかかわらず検出できる。従ってポリオウイルス
以外にエンテロウイルス他, 各種腸管系ウイルスも検
出される。
平成 25 年 4 月前後から, 8 地方衛生研究所 （地衛研）  

（青森, 岩手, 福島, 富山, 愛知, 岐阜, 和歌山, 福岡） 
は流行予測調査事業として, 5 地衛研 （横浜市, 浜松
市, 大阪府, 堺市, 宮崎県） は調査研究として, 順次環
境水調査を開始した。各自治体の下水処理場を定点 （1

～ 3 カ所） として定め, 流入下水を月 1 回採水し, ウイ
ルス分離を行った。なお, 下水利用人口は延べ約 450

万人である。平成 26 （2014） 年 8 月現在, 上記 13 カ所
でポリオウイルスは検出されていない。本調査はポリ
オウイルスの有無を調べるものだが, （ 1 ） ポリオ以外
のウイルス, （ 2 ） 調査対象期間外 （ポリオ環境水調査
事業は通知発出後 6 カ月を想定）, に関しては各地衛研
独自の調査研究である。今般, 副次的に検出されたエ
ンテロウイルスについて, 調査研究の概要を報告する。
方法 :平成 25 年度感染症流行予測調査事業実施要
領 1） に基づき, 下水流入水 （500 ml～1l ） を, 4℃ で
3,000rpm, 30 分間粗遠心後, 上清に塩化マグネシウム
を添加 （最終濃度 0.05Ｍ）, pH3.5 に調整後, 陰電荷膜
を用いてろ過 （ウイルス吸着）, 吸着後, 膜より 3 ％ビー
フエキストラクト存在下でウイルス誘出を行い 50～
100 倍濃縮液を得た。大阪府は約 200ml の下水を用い
ポリビニルピロリドンによる濃縮 （20 倍） を行った。
濃縮産物をウイルスに対する感受性の異なる 3 ～ 6

種類の培養細胞に 0.05～0.1ml ずつ接種した。分離株
は L20B に再接種し, ポリオの有無の確認を行った。
非ポリオウイルスは中和試験法 （EP95プール抗血清, 

デンカ生研エンテロ抗血清）, VP4-VP2 あるいは VP1

領域 PCR-ダイレクトシークエンスにより同定した。
結果と考察 :平成 25 年 4 ～12月までの調査で環境水
より検出されたウイルスの種類と時期を次ページ図に
示す。代表的なものとしてコクサッキーウイルス B3 型 

ラリアによる発熱が最も疑われた。しかしながら, 症
例が EVD の流行地からの渡航者でもあるため先にマ
ラリアの検査を実施するため検体を送るように指示を
受けたため, 保健所にも一報を入れたうえで検体を搬
送した。当院で受診 4 時間後の血液塗抹標本のギムザ
染色 （pH 7.2） を再確認したところ, 熱帯熱マラリア
原虫の輪状体を確認した。
その後, 地域拠点病院での血液塗抹標本の検鏡と迅
速抗原検査で熱帯熱マラリアの診断が確定したとの連
絡を受け, 当院受診から約 7 時間にて地域拠点病院へ
当該患者の転院搬送となった。
本症例は, EVD 流行地からの帰国者における熱帯熱
マラリアの症例であった。地域拠点病院ではなく, 行
える検査や, 治療にも限りがあったが, 幸い本人の意
識状態が良好であったため, 十分な病歴を聴取するこ
とができたのが, 迅速な診断, 転院搬送に至ったと思
われる。
しかし,   いくつか問題点も認められた。
① 来院時は渡航者との認識がされず, 対応した事務
員や問診をとった看護師, 当直医が EVD を念頭に置
いたフルの PPE （Personal Protective Equipment） 装
着をせずに患者に接触している。
② 受診時には EVD が鑑別に挙がっていなかったた

め, 検査室への検体 （血液） 運搬や検査時に, 通常の血
液検体として扱っていた。検体を介した感染拡大のリ
スク因子となりえた。
③ 病歴からは初期から熱帯熱マラリアが濃厚に疑わ
れたが, リスクマネジメントとして確定診断されるま
では接触・飛沫感染対策を想定した PPE 装着での診
療を行うべきであった。
④ 搬送先の病院が受け入れる準備をするまでは, 自

施設にて対応する必要があるため, どこで （陰圧室な
ど） 待機するか, だれが患者ケアを行うかなど具体的
に決めておく必要がある。
海外渡航が身近になっている現在では, 本患者が初
めに訪れた医院や当院のように, 感染症指定医療機関
でなくても渡航者が来院する可能性がある。その中に
は EVD のように, 感染性のある重篤な疾患が含まれ
るかもしれない。日頃からの発熱患者に対するトリアー
ジや感染対策が重要である。
今回の報告が診療の一助になれば幸いである。
　注 1 ） 平成 26 （2014） 年 10月21日以降, リベリア共和
国を含むエボラ出血熱の流行国からの全ての帰国者は, 

発症の可能性がある期間, 検疫法に基づき体温等の健
康状態について毎日の報告を求められる健康監視の対
象となっている。また, 同年 11月11日以降には, 健康
監視中に直接医療機関を受診しないよう指示を行う体
制となっている （平成 26 年 11月11日現在）。
　　　　　社会医療法人敬愛会　中頭病院
　　　　　感染症・総合内科　大城雄亮　新里　敬
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あるため, 検査対象, 用いる細胞, 開始時期等は地衛
研で異なり, 図で示したウイルスの種類, 期間等のデー
タは慎重に解釈する必要がある。また非ポリオエンテ
ロウイルス （NPEV） の同定は, 必須としていないた
め, 未同定のものは NPEV として図に示している。
エンテロウイルスのゲノム解析は各地衛研で実施中
の方法 （中和法, VP4-VP2 部分領域あるいは VP1 領
域） に基づいたため, ゲノム情報の全国的な比較は行っ
ていない。GenBank に登録されている海外のエンテ
ロウイルスの情報の多くは VP1 領域である。このため
国内外の伝播解析を行うために, VP1 共通領域の配列
を調べてゆく予定である。
謝辞 :調査開始にあたり関係自治体, 保健所, 下水

処理場のご協力をいただいている。厚くお礼申し上げ
る。本報告は厚生労働科学研究費補助金による支援を
受けた。
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＜国内情報＞
デング熱報告例に関する記述疫学 （2014 年 1 月～ 9

月）

2014 年 8 月, 約 70 年ぶりに国内で感染したデング熱
症例が報告され, その後も国内感染の症例が報告され
ている。2014 年第 1 ～39 週までに感染症発生動向調査
システム （NESID） に報告されたデング熱症例につい
て, 報告内容をまとめた。
デング熱症例は計 292 例, うち国内感染例 （以下, 国
内例） は 149 例, 国外感染例 （以下, 国外例） は 143 例
であった （2014 年 10 月 1 日現在）。診断週に基づく国内
例の報告例は第 35 週に始まり, 第 36 週で最多の 62 例
となったあと減少傾向となり, 第 39 週では 6 例となっ
た。感染推定地域は, 149 例中東京都が 147 例 （99％） 

（CB3） は全 13 カ所にて検出, CB5, エコーウイルス 11 型 

（E11） は 9 カ所, CB4, E6 は 7 カ所より検出された。ま
た, 2 カ月以上同一地点で検出されたウイルスは CB1, 

CB2, CB3, CB4, CB5, E6, E7, E11, E18, E25 であっ
た。複数箇所で検出, あるいは 2 カ月以上検出されて
いるウイルスは, 前者が広域伝播, 後者は地域内流行
している可能性を示唆する。
ただし, エンテロウイルス調査は独自の調査研究で

図. 平成25年度環境水調査によって検出されたエンテロウイルス
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発熱を認め, 次いで頭痛, 発疹の頻度が高かった。国
外例でショックとなった症例が 1 例あったが, 両群で
届出時点での死亡例はなかった。診断方法に関して
は, 国内例では多くの症例で非構造蛋白抗原 （NS1） 
の検出 （74％） で診断されており, 国外例では, 52％
が PCR法, 42％が NS1 で診断されていた （重複あり）。
血清型が報告された症例は, 国内例 24 例で, 全例が 1

型, 国外例は 59 例で, うち 1 型が 26 例 （44％）, 2 型が
17 例 （29％）, 3 型が 10 例 （17％）, 4 型が 6 例 （10％） で
あった。感染推定日から報告までにかかった日数を表
2 に示す。国内・国外例ともに発症から約 7 日以内に
報告されていた。
報告数は第 37 週以降, 減少傾向にある。国外例にお
いて 10～50 代で男性が多い理由は, デング熱流行地へ
の渡航者数が男性の方が多い, 渡航先での行動に差が
あるなどの可能性が考えられた。症状に関して国内・

で, 千葉県 1 例, 都道府県不明 1 例であった。感染推
定地域について, 「東京都渋谷区」 よりも詳細に 「代々
木公園関連」 とする記載があった症例は, 東京都内を
感染推定地域とする147 例のうち 91 例であり, 同集計
期間に厚生労働省より発表された代々木公園関連 124

例 1）, という内容と大きな差があった。なお, 報告数自
体の差については, 報告例の NESID への登録や集計に
係る時間差などによる。報告自治体については, 東京
都を中心に18 都道府県にまたがっており, 報告例の多
い自治体は, 東京都 99 例 （66％）, 神奈川県 11 例 （ 7％）, 
埼玉県 10 例 （ 7 ％） などであった。一方, 国外例は第 1

週より, 週当たり 4 例程度で継続的に報告されており, 

最多は第 35 週で 21 例であった （図 1 ）。推定感染国は, 

アジア・中南米の 21カ国であった。年齢・性別をみる
と, 国内例の年齢中央値は 27 歳 〔四分位範囲（IQR）20-

45〕, 国外例では年齢中央値は 32 歳 （IQR 22-45）, 国内
例に比べ 10～50 代で男性が多い傾向があった （図 2 ）。
報告された臨床・検査所見を表 1 に示す。病型は国内
例ではデング熱 148 例, デング出血熱 1 例 （0.7％） で, 

国外例ではデング熱 136 例, デング出血熱 7 例 （ 5 ％） 
であった。臨床所見は国内・国外例ともにほぼ全例に

表2. 感染推定日‐発病-診断-報告までの日数
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図2. 年齢群別性別報告数
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図1. 感染地別診断週別報告数（2014年第1～39週、n=292）
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表1. 感染地域別臨床所見の比較（複数回答あり）
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病院から提出された。検体情報として, 38.0℃以上の
発熱・上気道炎症状があり, アデノウイルス迅速診断
キット （チェックアデノ） は陽性との記録があった。
分離株は, HEp-2 細胞に接種後, 1 週間ごとに継代し, 

3 代目で分離された。
分離培養上清についてアデノウイルス中和用抗血清 

（デンカ生研） を用いて中和試験を行ったが, アデノウ
イルス 1 型, 2 型, 6 型, 37 型のいずれか判別できなかっ
た。そこで, 当時のヘキソン領域遺伝子配列の解析に
より 6 型と同定された。
今回, 感染研にて再度詳細に遺伝子配列を解析した
結果, ヒトアデノウイルス 57 型であったことが判明し
た。ペントン, ヘキソン, ファイバーをコードする領
域がそれぞれ 1 型, 57 型, 6 型であるので, PHF 表記
法によると P1H57F6 であった。

HAdV57 はアデノウイルス C 群に属し, 近年新たに
分類されたウイルスである。その検出報告は非常に少
ないため, 病原性等は不明である。
アデノウイルス 6 型のヘキソン遺伝子が組み換えら
れているため, 抗血清を用いた中和試験では, 不完全
ながらもアデノウイルス 6 型抗血清にて細胞変性が抑
制されるという報告がある1）。本邦では島根県にて 2014

年に分離された報告があり2）, 以前に分離され 6 型と
同定された分離株に HAdV57 が混在している可能性
があることが指摘されていた。
今回の解析にて, 少なくとも2005 年には本邦に

HAdV57 が存在していたことが明らかとなった。同様
の株を解析することで, 本邦への導入時期や病原性な
ど, 詳細が明らかとなると考えられる。
参考文献
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＜国内情報＞
幼稚園における麻疹の集団発生事例について－和
歌山市

はじめに
感染症発生動向調査 （2014 年 7 月 2 日現在） におい
て, 和歌山県は都道府県別人口百万人あたりの麻疹報
告数が 25.9と突出し1）, 和歌山市の患者報告数が大半
を占めていた。和歌山市衛生研究所では, 2014 年 1 ～
6 月までに麻疹疑い患者 123 人の咽頭ぬぐい液 121 検
体, 血液 108 検体, 尿 43 検体を検査し, 22 人から麻疹
ウイルス遺伝子を検出した。そのうち2014 年 3 月に発

国外例ともに死亡例はなかったが, 届出時点の報告で
あるため, 届出以降に重症化した症例や死亡者などが
届けられておらず, 過小評価している可能性がある。
感染推定日と発症日が明らかな症例から算出された潜
伏期間は, 最長で 13日, さらに国内・国外例ともに約
25％の症例が 7 日以上となっており, これは発症前の
行動歴を聴取するにあたり考慮すべきことと思われた。
主な制約として, 複数の理由による過少報告が挙げ
られる。まず, 国内例の 1 例目以前に発症した症例で
はデング熱についての認知度が低く, 診断されていな
い可能性がある。また代々木公園周辺への訪問歴がな
い症例ではデング熱を疑われなかった, もしくは検査
対象にならなかった可能性がある。さらに, デング熱
は発症しても自然治癒する疾患であるため, 発熱のみ
等の軽症例はそもそも医療機関を受診していない可能
性がある。NESID への届出内容に関しては, 現在の
病型ではデング出血熱と届けられた症例が 2009 年の
WHO のガイドラインで示されている重症デングであ
るのか判断できないこと, 感染推定地域に関する詳細
な情報が欠けている症例が多いことが課題として挙げ
られる。国内例が報告された際, 複数の症例の行動歴
の共通性等から, 感染推定地域を絞り込むことは感染
拡大防止対策を立てる上で重要である。発症前の行動
調査をできるだけ詳細に行い, 疫学情報を集約できる
ようにしておくことが望ましいと考えられた。
謝辞 :感染症発生動向調査にご協力いただいている
地方感染症情報センター, 保健所, 衛生研究所, 医療
機関に感謝申し上げます。
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＜国内情報＞
過去の分離株がヒトアデノウイルス 57 型 （HAdV57）
と判明した 1 例－大阪府

2005 年 6 月に採取された検体より分離されたアデノ
ウイルスで, 当時は難中和株として, ヘキソン蛋白
コード領域の遺伝子配列の解析により 6 型と同定され
たが, 今回, 国立感染症研究所 （感染研） にて再度詳細
に遺伝子配列を解析した結果, ヒトアデノウイルス 57

型であったことが判明したので, その概要を報告する。
検体は, 2005 年 6 月に, 咽頭結膜熱と診断された女

児より採取された咽頭ぬぐい液で, 南河内ブロックの
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び N 遺伝子の RT-Nested PCR を実施し, さらにVero/ 

SLAM 細胞を用いてウイルス分離を行い, 検体または
ウイルス分離株の N 遺伝子の Nested PCR 産物を用い
て, ダイレクトシークエンス法により 456bp の塩基配
列を決定し, NJ 法により系統樹解析を行った。
検査結果
遺伝子検査の結果, N 遺伝子は患者 11 人のすべての
検体から検出されたが, H 遺伝子は咽頭ぬぐい液 11 検
体, 血液 8 検体, 尿 3 検体から検出され, 血液 3 検体
から検出されなかった。ウイルス分離の結果, 咽頭ぬ
ぐい液 5 検体のみからウイルスが分離された。また, 

N 遺伝子の系統樹解析の結果はすべて B3 型であった 

（図 1 ）。
考　察
患者 11 人の年齢, 性別, ワクチン接種歴, 発症日, 検
体採取日, 症状および検査結果を表に示した。ワクチ
ン未接種者では, 39.5℃ の発熱, 発疹, 鼻汁, 咳, コプ
リック斑, 目脂の麻疹患者の典型的な症状があったの
に対し, ワクチン接種者は, 発熱, 鼻汁, 咳, 軽度の発

生した和歌山市内の幼稚園児とその家族における集団
発生事例について報告する。
概　要
2014 年 3 月15日, 39.5℃の発熱, 発疹, 咳, 鼻汁, 目

脂, コプリック斑の症状を示した 1 歳女児 （患者 A） の
咽頭ぬぐい液, 血液から麻疹ウイルスの遺伝子が検出
された。和歌山市保健所は, この患者の発生を受け, 

直ちに管内医療機関に向け FAX 等で情報提供を行っ
た。その直後, 患者 A の兄が通う幼稚園の園児が, 3 月
17日 （患者 B, D）, 19日 （患者 E, G）, 21日 （患者 C, F） 
に麻疹を発症し, その後も 3 月27日 （患者 H）, 4 月 2 日 

（患者 I）, 5 日 （患者 J） に麻疹を発症した。さらに 4 月
8 日に患者 H の兄である小学生 （患者 K） が麻疹を発
症し, 幼稚園児 9 人と家族 2 人の合計 11 人による集団
感染が発生した。
検査方法
国立感染症研究所の麻疹検査マニュアル （第 2 版） 

に準じて, 患者 11 人の咽頭ぬぐい液 11 検体, 血液 11 検
体, 尿 3 検体を用いて, 麻疹ウイルスの H 遺伝子およ

MVi/WakayamaC.JPN/12.14/1
MVs/WakayamaC.JPN/12.14/2
MVi/WakayamaC.JPN/12.14/3
MVs/WakayamaC.JPN/13.14/1
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MVs/WakayamaC.JPN/14.14/1
MVi/WakayamaC.JPN/14.14/2
MVi/WakayamaC.JPN/14.14/3
MVi/WakayamaC.JPN/14.14/4

Mvi/Ibadan.NIE/97/1[B3]
Mvi/NewYork.USA/94[B3]

Mvi/Yaounde.CAE/12.83"Y-14"[B1
Mvi/Libreville.GAB/"R96"[B2]

Mvi/Maryland.USA/77"JM"[C2]
Mvi/Amsterdam.NET/49.97[G2]
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Mvi/Berkeley.USA/83[G1]

Mvi/Beijing.CHN/94/1[H2]
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Mvi/Tokyo.JPN/84/K[C1]

Mvs/Madrid.SPA/94 SSPE[F]
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Mvi/Montreal.CAN/89[D4]

Mvi/Victoria.AUS/16.85[D7]
Mvi/Tokyo.JPN/37.99[D3]

MVi/Bangkok.THA/12.93[D5]
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0.01

図1. 麻疹ウイルスN遺伝子の系統樹解析

表. 患者の年齢、性別、ワクチン接種歴、発症日、検体採取日、症状および検査結果
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この期間中, 幼稚園と小学校付近の医療機関には重点
的に情報提供を行った。このような保健所の対応が
サーベイランス強化となり, ワクチン接種歴のある軽
症患者10人を確認することができた。
おわりに
麻疹患者の発生を受け, 和歌山市保健所の積極的な
疫学調査と和歌山市衛生研究所の迅速な対応により, 

通常見逃す恐れがあった軽症患者 （ワクチン接種者） 
10 人を確認したが, 幼稚園における MR1 期ワクチン
の接種率が 99.8％と高率であったため, 感染拡大は限
定的であった。
和歌山市では, 本事例以外にも家族内感染 3 事例が

3 ～ 5 月に発生し, 合計 11 人から麻疹ウイルスの遺伝
子を検出した。患者 11 人のワクチン接種歴は, 接種者
3 人, 未接種者 6 人, 不明 2 人であり, ウイルス分離で
は, 接種者 1 人 （発症日から 2 日以内に採取された咽
頭ぬぐい液） と未接種者 6 人からウイルスが分離され, 

不明 2 人からは分離されなかった。また, N 遺伝子の
系統樹解析の結果はすべて B3 型であった。
今回の集団事例を経験して, 麻疹対策においては, 

保健所と衛生研究所の連携を密にするとともに, 医療
機関の協力を得て, 早期対応することが重要であると
思われた。
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疹で, 高熱の患者もいたが, ほとんどの患者が軽症で
あった。遺伝子検査では, H 遺伝子の Nested PCR 産
物は, 検出されたすべての検体において 349bp でなく
1st PCR とほぼ同じサイズの約 400bp であった （図 2 ）。
B3 型では MHR2 プライマーとの相同性が低いとの報
告がある通り2）, 本事例の H 遺伝子についても semi-

Nested PCRとなり約 400bp にバンドが確認されたと考
えられる。N 遺伝子は採取した検体すべてから検出さ
れ, 検体種別やワクチン接種歴の有無, 発症から検体
採取までの期間による差はなかった。ウイルスが分離
された 5 人はワクチン未接種者 1 人, ワクチン接種者 4

人で, 咽頭ぬぐい液からのみウイルスが分離され, 血
液, 尿からは分離されなかった。そのうちワクチン接
種者 4 人では, 発症日から 2 日以内に検体を採取して
いたことから, ワクチン接種者のウイルス分離に用い
る検体は, 発症から 2 日以内の咽頭ぬぐい液が有効で
あると考えられた。
疫学調査において, 幼稚園の園児は 3 ～ 6 歳が 349

人, 2 歳 （週 2 回保育） が 64 人の合計 413 人であり, そ
のうちワクチン未接種者は 1 人で, 接種率は 99.8％で
あった。接触のあった 3 ～ 6 歳の園児の発症率は, 349

人中 9 人で, わずか 2.6％であった。患者Kは MR ワク
チンを 1 期と 2 期に接種していたが, 検体採取時 （発
症日） の抗体保有状況は, IgM 0.13, IgG 2.3 であった。
患者11 人の感染は, 発症日から患者 A～G の 7 人が, 

ほぼ同一時であったと考えられる。また, 患者 H, I は
幼稚園での接触, 患者 J は患者 B の妹であり, それぞ
れ 2 次感染が考えられ, さらに患者 K は患者 H の兄で
3 次感染であると考えられる （図 3 ）。同一時に感染し
たグループから遡ると, 感染は 3 月初め頃と考えられ, 

この期間に幼稚園では雛祭りやお別れ会等の行事が行
われており, 園児以外も幼稚園に出入りをしている。
園児でない患者 A もこの期間に幼稚園に出入りをして
いるため, この期間において幼稚園での感染が疑われ
たが感染源を特定するまでに至らなかった。
和歌山市保健所は, 園児における麻疹の発生を受け, 

全園児と教職員のワクチン接種歴調査, ワクチン未接
種者への接種勧奨, 有症状時の受診勧奨を実施した。
さらに患者 H の同居接触者である小学生 （患者 K） の
発症を受け, 小学校に対しても同様の協力を依頼した。

図2. 麻疹ウイルスH遺伝子の遺伝子検査結果

1. 100bp
2. 1st PCR
3. Nested PCR
4. 1st PCR
5. Nested PCR
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図3. 患者A～Kにおける発症日別発生状況
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In the 2013/14 season (from week 36/September of 2013 to week 35/August of 2014), infl uenza A(H1N1)pdm09 (AH1pdm09) 
became the main strain for the fi rst time in past 3 seasons; other epidemic strains were infl uenza virus type B followed by the 
subtype AH3.  The number of patients reached the peak in January as usual.

Incidence of Infl uenza patients:  Under the National Epidemiological Surveillance of Infectious Diseases (NESID), 5,000 
infl uenza sentinels (3,000 pediatric and 2,000 internal medicine clinics) report infl uenza cases at weekly basis (http://www.nih.
go.jp/niid/images/iasr/34/405/de4051.pdf).  The number of patients/week/sentinel (epidemic index) exceeded 1.0 in the national 
level (a sign of start of the epidemic season) in week 51 of 2013 and the level was maintained for 21 weeks till week 19 of 2014 
(http://www.nih.go.jp/niid/en/10/2096-weeklygraph/2572-trend-week-e.html).  The epidemic reached its peak in week 5 of 2014 with 
the incidence of 34.4 cases/sentinel (Fig. 1), whose level was the same as that of the previous season (36.4 per sentinel in week 4 of 
2013).  The total number of patients per sentinel for the whole season was 301.0 (239.0 in 2012/13 season).

In prefecture levels, the epidemic index exceeded 10.0 fi rst in Okinawa in the 1st week of 2014.  The number of prefectures with 
the epidemic index exceeding 10.0 increased to 30 in week 3 of 2014 and to 47 all prefectures in week 5, and then the infl uenza 
epidemic expanded nationwide.  In 2013/14 season, Okinawa Prefecture didn’t experience the summer season infl uenza that occurred 
every year since 2005 (see p. 262 of this issue).

The total number of infl uenza patients visiting medical institutions, which was estimated from sentinel reports, was about 
15,720,000 from week 36 of 2013 to week 21 of 2014 (September 2, 2013-May 25, 2014).

 The hospitalization surveillance started in September 2011 for estimating number of severe infl uenza cases.  According to its 
report, total 9,905 patients were hospitalized in about 500 “designated hospital sentinels with ≥300 beds” in this season.  The number 
of hospitalized patients was 5% less than in the previous season (10,373 in 2012/13) (see p. 261 of this issue).

Isolation/detection of infl uenza virus:  In 2013/14 season, the prefectural and municipal public health institutes (PHIs) 
reported total 8,230 isolation/detections (6,345 isolations and 1,885 detections without virus isolation) (Table 1 in p. 253 of this 
issue).  Among them, 6,738 were reported from infl uenza sentinels and 1,492 from elsewhere (Table 2 in p. 253, see p. 258 of this issue).

Infl uenza virus isolated/detected in the 2013/14 season consisted of AH1pdm09 (43%), subtype AH3 (21%) and type B (36%). 
AH1pdm09 became dominant for the fi rst time since 2010/11 season.  Among type B viruses, ratio of Yamagata lineage to Victoria 
lineage was 7:3 (Table 1 in p. 253).  The subtype AH3 reached the peak in week 4 of 2014, and then declined.  Type B exceeded type 
A in week 10 of 2014 (Fig. 1; Fig. 2 in p. 253).  The peak age was 5-9 years both for AH1pdm09 and type B Yamagata lineage (Fig. 3 
and see p. 258 of this issue).

Antigenic characteristics of the 2013/14 season isolates and their drug resistance (see p. 254 of this issue):  National 
Institute of Infectious Diseases conducted detailed antigen analysis of isolates from Japan and other Asian countries.  All of the 255 
AH1pdm09 isolates, except one antigen variant, were antigenically similar to the vaccine strain A/California/7/2009.  All of the 244 
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2013/14 infl uenza season, Japan

Figure 1. Weekly cases of influenza and isolation of influenza viruses from week 18 of
                2013 to week 40 of 2014, Japan (Infectious Agents Surveillance Report: as of October 23, 2014) 
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subtype AH3 isolates were antigenically similar to the vaccine strain A/Texas/50/2012.  All of the 163 Yamagata lineage isolates were 
all antigenically similar to vaccine strain B/Massachusetts/02/2012; among them 28% of the isolates belonged to the clade 2 genetic 
type (same as 2013/14 season vaccine strain), and 72% to the clade 3 genetic type (represented by B/Wisconsin/1/2010, a 2012/13 
season vaccine strain).  All of the 104 Victoria lineage isolate were antigenically similar to the vaccine strain B/Brisbane/60/2008.

Among 2,524 AH1pdm09 isolates in Japan, 105 isolates (4.2%) had the H275Y mutation, a marker of the oseltamivir/peramivir 
resistance.  Sapporo City in Hokkaido experienced a local epidemic of the H275Y mutant from November 2013 to February 2014; 
as a consequence, the mutant occupied 28% of all the isolates in Hokkaido.  So far tested, subtype AH3 and type B isolated in Japan 
were all sensitive to oseltamivir, zanamivir, peramivir, and laninamivir.

Immunological status of Japanese population (see p. 264 of this issue):  According to the sero-surveillance conducted 
under the National Epidemiological Surveillance of Vaccine-Preventable Diseases (FY2013), among 6,571 sera collected before the 
2013/14 season (from July to September in 2013), the HI antibody positives (≥1:40) to A/California/7/2009[A(H1N1)pdm09] were 
≥70% in the population in their teens and early twenties, and 20-30% among population younger than 4 years or older than 55 
years.  The population HI antibody positive to A/Texas/50/2012 [A(H3N2)] was around 40-50% or more in all the age groups except 
age group <4 years and 60-64 years whose antibody positive rate was relatively low (~30%).  Antibody positives to B/Massachusetts/ 
02/2012 (B Yamagata lineage) occupied >50% among population aged 15-29 years (highest among 20-24 year olds) and ~10% among 
the population younger than 4 years.  The percentage of the antibody positives to B/Brisbane/60/2008 (B Victoria lineage) was the 
highest (~50%) among population aged 35-44 years, and ~20% among <4 year and 60-64 year aged groups.

Infl uenza vaccine:  The quantity of trivalent vaccines produced for 2013/14 season was 33,880,000 vials (1ml/vial), of which 
estimated 25,810,000 vials were used.

The vaccine strain selected for 2014/15 season for the AH1 subtype was A/California/7/2009pdm09 (X-179A) which was the same 
as for 2010/11-2013/14 seasons, whereas the vaccine strain for AH3 was changed to A/New York/39/2012 (X-233A) strain.  The vaccine 
strain for type B was B/Massachusetts/2/2012 (BX-51B) (Yamagata lineage) as in 2013/14 season (see pp. 267 & 269 of this issue).

Avian infl uenza A(H7N9):  In China, infl uenza virus A(H7N9) broke out late in March 2013.  So far, total 454 confi rmed cases 
including 171 deaths have been reported.  The epidemic consisted of two waves, the second wave (since October 2013) being larger 
in scale than the fi rst (before October 2013).  The number of patients in the second wave was 318 and that of deaths 127 (see p. 271 
of this issue).

The avian infl uenza H7N9 was classifi ed as “designated infectious disease” on 26 April, 2013 in Japan.  Its laboratory diagnosis 
is now possible in 74 PHIs and 16 quarantine laboratories in Japan.  All the laboratories have already received the H7N9 detection 
manual and the test kits (reagents for PCR tests, primers, probes, and a positive reference, etc.).

Avian infl uenza A(H5N1):  In 2014, total 13 cases including 6 deaths (9 cases including 4 deaths in Cambodia; 2 cases and 
zero deaths in China, and 2 cases including 2 deaths in Vietnam) were reported (as of 17 October) (http://www.wpro.who.int/emerging_
diseases/AvianInfl uenza/en/).

Avian infl uenza in Japan:  In April 2014, there was an outbreak of the highly pathogenic avian infl uenza in a meat poultry 
farm in Kumamoto Prefecture.  On the 22nd day after the completion of the preventive measures, the setting of the movement 
restriction area has been released.  The genotype of the virus was identical to that H5N8 subtype isolated in the Republic of Korea 
suggesting its Korean origin.

Act on special measures against the new type infl uenza:  The act was issued on 11 May 2012 and enforced on 13 April 
2013 with the objectives of protecting life and health of Japanese citizens and minimizing the adverse effects on the daily life and 
economy.  The Japanese government produced a government action plan and all the prefectures in Japan completed prefecture level 
action plan in June 2013.

Additional comments:  Trends of infl uenza outbreaks should be monitored continuously by sentinel surveillance, school out-
break surveillance, hospitalization surveillance and other possibilities.  The virus isolation should be conducted throughout the 
year and the antigenic and genetic changes of the epidemic strains should be monitored so as to secure vaccine candidate strains.  
Monitoring of the resistance to anti-infl uenza drugs among isolates and the antibody level of Japanese population should be continued 
for risk management in future.

Flash reports on the isolation and detection of infl uenza viruses in 2013/14 season are found in see p. 272 of this issue and 
http://www.nih.go.jp/niid/en/iasr-inf-e.html.

The statistics in this report are based on 1) the data concerning patients and laboratory fi ndings obtained by the National Epidemiological 
Surveillance of Infectious Diseases undertaken in compliance with the Law Concerning the Prevention of Infectious Diseases and Medical Care for 
Patients of Infections, and 2) other data covering various aspects of infectious diseases.  The prefectural and municipal health centers and public 
health institutes (PHIs), the Department of Food Safety, the Ministry of Health, Labour and Welfare, and quarantine stations, have provided the 
above data.
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Figure 3. Age distribution of cases with isolation of influenza virus AH1pdm09, AH3,
                B/Victoria and B/Yamagata in 2013/14 season, Japan

(Infectious Agents Surveillance Report: as of October 14, 2014)
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